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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 平成17年７月１日付で、株式10株を１株に併合しております。 

３ 第８期中、第８期及び第９期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株当たり中間（当

期）純損失のため記載しておりません。 

４ 第８期連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用

しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第７期中 第８期中 第９期中 第７期 第８期

会計期間

自 平成16年 
  ７月１日 
至 平成16年 
  12月31日

自 平成17年
  ７月１日 
至 平成17年 
  12月31日

自 平成18年
  ７月１日 
至 平成18年 
  12月31日

自 平成16年 
  ７月１日 
至 平成17年 
  ６月30日

自 平成17年
  ７月１日 
至 平成18年 
  ６月30日

売上高 (千円) 1,390,299 1,445,014 1,590,726 3,679,646 4,289,141

経常利益又は 
経常損失(△)

(千円) 74,883 △503,908 △688,410 127,638 △173,018

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△)

(千円) 74,278 △991,358 △591,261 125,170 △1,145,321

純資産額 (千円) 3,086,114 7,063,548 8,296,787 3,801,206 8,768,084

総資産額 (千円) 3,170,998 8,587,258 9,104,416 4,627,835 9,276,258

１株当たり純資産額 (円) 4.78 47.20 43.79 5.23 46.94

１株当たり中間(当期) 
純利益又は中間(当期)
純損失(△)

(円) 0.11 △9.69 △3.17 0.18 △8.36

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間(当期)純利益

(円) 0.10 ― ― 0.16 ―

自己資本比率 (％) 97.3 82.3 89.7 82.1 94.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △1,190,513 △3,861,255 379,315 △1,861,597 △4,586,460

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △24,001 △503,511 △619,618 △226,053 △1,919,125

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 544,000 4,155,501 261,378 1,206,000 6,002,073

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) 773,203 352,800 93,941 562,066 58,554

従業員数
(人)

11 23 165 22 16
(外、平均臨時 
雇用者数)

(―) (76) (125) (60) (―)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 平成17年７月１日付で株式10株を１株に併合しております。 

３ 第８期中、第８期及び第９期中の潜在株式調整後１株当り中間(当期)純利益については、１株当たり中間

(当期)純損失であるため記載しておりません。 

４ 第８期事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用して

おります。 

  

回次 第７期中 第８期中 第９期中 第７期 第８期

会計期間

自 平成16年 
  ７月１日 
至 平成16年 
  12月31日

自 平成17年
  ７月１日 
至 平成17年 
  12月31日

自 平成18年
  ７月１日 
至 平成18年 
  12月31日

自 平成16年 
  ７月１日 
至 平成17年 
  ６月30日

自 平成17年
  ７月１日 
至 平成18年 
  ６月30日

売上高 (千円) 1,390,299 1,445,014 933,135 2,973,217 4,279,318

経常利益又は 
経常損失(△)

(千円) 74,883 △432,675 △356,097 129,297 △73,503

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△)

(千円) 74,278 △919,945 △687,563 126,948 △910,350

資本金 (千円) 6,069,850 8,528,800 9,455,650 6,401,950 9,455,650

発行済株式総数 (株) 644,549,000 149,654,900 186,654,900 726,549,000 186,654,900

純資産額 (千円) 3,086,114 7,136,739 8,322,270 3,802,985 9,004,834

総資産額 (千円) 3,170,998 8,304,611 8,614,916 3,923,090 9,343,309

１株当たり純資産額 (円) 4.78 47.69 44.53 5.23 48.21

１株当たり中間(当期)
純利益又は中間(当期)
純損失(△)

(円) 0.11 △9.00 △3.68 0.19 △6.64

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益

(円) 0.10 ― ― 0.17 ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 97.3 85.9 96.5 96.9 96.3

従業員
(人)

11 19 145 20 10
(外、平均臨時 
雇用者数)

(―) (76) (124) (60) (―)



２ 【事業の内容】 

当社の企業集団（当社及び当社の関係会社）は、当社及び連結子会社５社（株式会社エヌディーサービ

ス、エヌディーアクア株式会社、上海如徳利貿易有限公司、株式会社ジャメリック・ジャパン、Jameric 

Inc.）並びに持分法適用関連会社１社（上海西友信息技術有限公司）により構成されております。 

 また、業務提携先の株式会社日月会、株式会社フーガ、セイユーシステムズ株式会社、日本再生エネルギ

ー株式会社、業務委託先のサンバリュウ株式会社、さらに製造委託先の株式会社サンスイとの連携強化に

より事業を構築しております。 

 当社の企業集団は事業区分を「ホット・ヨガ事業」「アート・ライフ事業」「リアル・エステイト事業」

「アミューズメント事業」「セレブ・ファッション事業」及び「その他事業」（アクア事業、ウインド・

パワー事業、システムエンジニアリング事業、映像ＤＶＤ販売事業）に区分し、事業を行っております。 

 なお、当中間連結会計期間に新たに子会社を設立したこと等に伴い、セレブ・ファッション事業を事業

区分に、新規追加しております。また、前連結会計年度まで独立セグメントとしていた映像ＤＶＤ販売事

業については、当該事業の縮小に伴い、当中間連結会計期間よりその他事業に含めて記載しております。 

 当中間連結会計期間における当社グループのセグメント別の事業内容の変更等は以下の通りでありま

す。 

  

(1) ホット・ヨガ事業 

当事業は、美容と健康を通じて社会貢献に寄与することを目的とし、米国で人気の高い「ホット・ヨ

ガ」を国内に導入したものであります。従来のヨガのポーズに筋力トレーニング要素を加味し、スタジ

オ内の温度を約38度、湿度を65％に保つことにより発汗作用を促す「ホット・ヨガ」は、新陳代謝促進

効果や老廃物の除去等を通じ、身体強化のみならずボディメイク効果をも有しております。 

平成16年８月の「HOTYOGA STUDIO ReU（リュウ）」五反田店オープン以来、女性を中心に会員数を順

調に伸ばし、「HOTYOGA STUDIO ReU（リュウ）」は現在、首都圏で６店舗を展開しております。 

さらに、顧客ニーズを分析し、「もっとトータルに、美に必要なものすべてを提供する」をテーマと

する女性専用の新ブランド「HOTYOGA SALON LUBIE（ラビエ）」の展開を開始いたしました。平成17年

12月のオープン以来、「美容と健康」を求めるお客様のご支援を頂き、東日本で16店舗となりました。

平成18年８月には「ホットヨガスタジオO（オー）」関東３店舗の営業譲受けを行った結果、首都圏

で３ブランド25店舗を展開しております。更に平成19年１月には西日本の「ホットヨガスタジオO（オ

ー）」16店舗の譲受け、および、「HOTYOGA SALON LUBIE（ラビエ）」の赤羽店のオープン、２月には

錦糸町店、溝の口店、宇都宮店もオープンいたしました。今後も「日本最大のホット・ヨガチェーン」

を形成することを目指しております。 

  

 
     

事業区分 事業内容 事業部門

ホット・ヨガ事業

ビジネスモデル構築 当社ホット・ヨガ事業部

スタジオ運営
当社ホット・ヨガ事業部

株式会社サンバリュウ



(2) アート・ライフ事業 

当事業は、株式会社日月会との業務提携により事業を推進しております。現在は、大口契約の獲得な

どで安定的な売上を確保しております。 

また、平成18年７月には、上海に連結子会社「上海如徳利貿易有限公司」を設立し、同時に「上海茂

名画廊」をオープンさせ、中国の優良な顧客を獲得し安定した事業の展開を見込んでおります。 

     

 
     

(3) リアル・エステイト事業 

主要な事業内容等の変更はありません。 

        

(4) アミューズメント事業 

当事業は、当社の連結子会社である株式会社エヌディーサービスが主となって推進するアミューズメ

ント設備の販売事業であります。 

アミューズメント施設から振り出される割賦手形に保険を付け、銀行で現金化してアミューズメント

機器を購入し、アミューズメント施設に納入するファイナンススキームと、株式会社エヌディーサービ

スが独自のアミューズメント機器を開発製造販売する製造販売スキームで形成されております。販売製

造スキームにおける財団法人保安電子通信技術協会による、アミューズメント機器の製造許可は当第１

四半期に下りましたが、財団法人全国防犯協会連合会の生産工場に対する許可がずれ込んでおり、許可

が下り次第本格的な販売を予定しております。 

      

 
             

(5) セレブ・ファッション事業 

当事業は、当社の連結子会社である株式会社ジャメリック・ジャパン及びJameric Inc.が主となって

推進するセレブ向け衣料を販売する事業であります。 

現在は、プレミアム・ジーンズの代名詞でもある「TRUE RELIGION（トゥルーレリジョン）」ブラン

ドの日本総販売代理店として展開しておりますが、今後新ブランドの立上げを予定しております。 

        

 
          

事業区分 事業内容 事業部門

アート・ライフ事業

ビジネスモデル構築
当社アート・ライフ事業部   

上海如徳利貿易有限公司   
商品販売

販売営業活動

商品仕入れ 株式会社日月会

事業区分 事業内容 事業部門

アミューズメント事業

コンサルティング活動 当社新規事業開発室    

販売促進営業活動
株式会社エヌディーサービス

保険会社・銀行との調整業務

事業区分 事業内容 事業部門

セレブ・ファッション事業

アパレル製品の卸、販売、輸出入 株式会社ジャメリック・ジャパン

新規アパレルブランドの企画・立

案
Jameric Inc.



(5) その他事業 

① アクア事業 

当事業は、新たに需要の高まっている「水素水」を製造・販売することを目的とし、当社の連結

子会社であるエヌディーアクア株式会社が主となって推進する事業であります。 

当該子会社は、株式会社サンスイに子会社の工場設備を使用させ製造委託をし、一般で販売され

ているバブリング方式では為し得ないハイレベルで安全かつ高性能の水素水を製造いたします。現

在は、当社が運営するホット・ヨガ店舗、ならびに他社フィットネススタジオ、および通信販売な

どを通じて直接販売しておりますが、今後はその他、販売代理店の増強を行い、売上増加を図って

まいります。 

       

 
         

② ウインド・パワー事業 

当事業は、業務提携会社である日本再生エネルギー株式会社とともに、新エネルギーとして注目

の集まる風力発電業界へ参画するものであります。 

当社が取り扱う風力発電機は、直線翼垂直水平軸型風車を用いた中型の風力発電システムで、大

型プロペラ式に比べて設置場所の制約が少なく、内陸部でも設置可能であるという特徴を持ってお

ります。完成した試作機４台は全て設置を完了し（静岡県富士宮市「富士宮市役所北側駐車場」、

東京都稲城市「よみうりランド丘の湯駐車場」、静岡県富士市「富士市役所庁舎内」、東京都府中

市「すずかけ公園」）、試験運転中であり、安全性を確認後、本格的な販売を開始いたします。 

        

 
      

③ システムエンジニアリング事業 

主要な事業内容等の変更はありません。 

       

④ 映像ＤＶＤ販売事業 

当事業は、業務提携会社である株式会社フーガと共に推進している事業であります。 

映像ＤＶＤの新規制作、販売を行っておりますが、大手メーカーの参入から当社シェアが低下

し、現在は採算性の観点から大幅な事業の見直しを図っております。 

  

事業区分 事業内容 事業部門

アクア事業

水素水を含む飲料水の製造、販売
業務

エヌディーアクア株式会社

水素水の製造 株式会社サンスイ

事業区分 事業内容 事業部門

ウインド・パワー事業

ビジネスモデル構築

当社ウインド・パワー事業部    コンサルティング及びリサーチ

部品調達選定及び契約

風力発電システム開発・販売 日本再生エネルギー株式会社

事業区分 事業内容 事業部門

映像ＤＶＤ販売事業

ビジネスモデル構築

当社新規事業開発室市場リサーチ

制作支援

ビジネスモデル構築支援

株式会社フーガＣＤ・ＤＶＤ制作販売

販路拡大営業



事業系統図は次の通りであります。 

 



３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

 
（注）１ 主要な事業の内容については、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

 ２ JAMERIC Inc. については、当社は株式を直接保有しておりませんが、実質的に支配しているため、連結子

会社としております。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成18年12月31日現在 

 
 (注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は当中間連結会計期間の平均雇用人員（１日7.5時間換算）を 

  ( )外数で記載しております。 

２ 従業員数が前連結会計年度より149人増加（臨時雇用者を除く。）いたしましたのは、主としてホット・ヨ 

   ガ事業の譲受けに伴う転籍による増加及び当連結会計年度よりセレブ・ファッション事業の開始による増 

  加によるもの等であります。 

３ 臨時雇用者数が前連結会計年度より125人増加いたしましたのは、主としてホット・ヨガ事業の譲受けに伴 

  う転籍による増加等であります。 

(2) 提出会社の状況 

平成18年12月31日現在の従業員数は、145人(124人)であります。 

 (注) １ 従業員数は就業人員であり臨時雇用者数及び出向者を除いたものであります。臨時雇用者数については当中

   間会計期間の平均雇用人員（１日7.5時間換算）を( )外数で記載しております。 

２ 従業員数が前事業年度より135人増加（臨時雇用者を除く。）いたしましたのは、主としてホット・ヨガ事 

   業の譲受けに伴う転籍による増加等によるものであります。 

３ 臨時雇用者数が前連結会計年度より124人増加いたしましたのは、ホット・ヨガ事業の譲受けに伴う転籍に 

   よる増加であります。 

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。 

名称 住所 資本金
主要な事業
の内容

議決権の所有 
割合又は被所有 
割合（％）

関係内容

（連結子会社）
中華人民共和国上海
市戸湾区

300万人民元
アート・ライフ事
業

100.0
資金援助あり
役員の兼任あり上海如徳利貿易 

有限公司

（連結子会社）
東京都渋谷区 3,000万円

セレブ・ファッシ
ョン事業

51.0
資金援助あり
役員の兼任あり株式会社ジャメリッ

ク・ジャパン

（連結子会社） 米国カリフォルニア
州 ロサンゼルス市

US$25,000
セレブ・ファッシ
ョン事業

0.0 ―
JAMERIC Inc.

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

ホット・ヨガ事業 137 (124) 

アート・ライフ事業 10  (－)

リアル・エステイト事業 １  (－)

アミューズメント事業 ３ (－)

セレブ・ファッション事業 ８ (－)

その他事業  ３ (１)

管理部門 ３ (－)

合計 165 (125)

    

     



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間の概要（平成18年７月１日から平成18年12月31日） 

当中間連結会計期間における我が国の経済は、原油価格や海外経済の動向については引き続き留意す

る必要があるものの、好調な企業業績を背景に設備投資の増加が続き、景気の回復基調が鮮明になって

おります。 

当社を取り巻く環境は、ヨガ産業につきましては、生活者の健康志向が一層高まる中、各地でヨガス

タジオの開発が相次いでおり、平成18年６月末時点の日本での参加人口は約33万人、市場規模は約210

億円とも言われています（BRICs経済研究所）。平成27年には447万人、2,684億円に達するとの調査報

告もあり、今後、市場の成長が大いに期待されます。 

一方、絵画業界においては、日本での個人消費としての絵画購入こそ減少傾向にあるものの、世界各

地のオークションは盛況で、ピカソやゴッホの作品が過去最高額で落札され話題となりました。 

また、自然エネルギー関連産業に関しては、平成17年２月16日に地球温暖化対策としての京都議定書

が発効されたことにより、自然エネルギーに対する機運が高まっております。 

このような環境の中、当社グループは「美を創造する」を企業コンセプトに定め、事業の選択と集中

を進め、「ホット・ヨガ事業」、「アート・ライフ事業」、「リアル・エステイト事業」を中核事業と

致しました。また、当連結会計年度を黒字化定着の年度と定めた第２次中期３カ年計画「プロジェクト

10Ｂ」に則り、将来の収益に寄与することを目的として、ホット・ヨガ店舗の充実ならびに新規事業の

開始等を行いました。このため、新規店舗出店、新規事業開始に伴いコストが先行したため、当初目標

よりも利益が減少いたしました。 

その結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高1,590百万円（前年同期比10.1％増）、営業損失549

百万円（前中間連結会計期間は営業損失367百万円）、経常損失688百万円（前中間連結会計期間は経常

損失503百万円）となり特別利益32百万円を計上しました結果、当中間純損失は591百万円（前中間純損

失は991百万円）となりました。 

なお、当中間連結会計期間に新たに子会社を設立したこと等に伴い、セレブ・ファッション事業を事

業区分に、新規追加しております。また、前連結会計年度まで独立セグメントとしていた映像ＤＶＤ販

売事業については、事業の縮小に伴い当中間連結会計期間よりその他事業に含めて記載しております。

 当中間連結会計期間における各事業の種類別セグメントの概況は次の通りであります。 

  

（ホット・ヨガ事業） 

昨今のヨガブームに乗じ、女性専用の新ブランド「HOTYOGA SALON LUBIE（ラビエ）」の展開を充

実させ16店舗となり、既存ブランドの「HOTYOGA STUDIO ReU（リュウ）」の６店舗、営業譲受けを行

った「ホットヨガスタジオO（オー）」関東3店舗と併せて、合計25店舗となりました。 

その結果、当事業の売上は817百万円（前年同期比199.3％増）、売上構成比は51.4％となりました

が、新規店舗出店に伴いコストが先行したため、営業損失は22百万円（前中間連結会計期間は営業利

益10百万円）となりました。 



（アート・ライフ事業） 

日本の文化的価値のある作品を仕入れましたが、大口顧客との交渉がずれ込んでおり当初の売上予

想には達しませんでした。また、上海の「上海茂名画廊」では、日本との慣習の違いから苦戦してお

りますが、現地作家との交流会や展示会を行い、新たな販売方法を模索しております。 

その結果、当事業の売上は20百万円（前年同期比98.2％減）、売上構成比は1.3％、営業損失は157

百万円（前中間連結会計期間は営業利益88百万円）となりました。 

      

（リアル・エステイト事業） 

平成18年１月に不動産事業免許（免許証番号：東京都知事(１)第85411号）を取得し、前連結会計

年度の下期より、西日本地区を中心に優良物件の取得、運用、売買に注力いたしましたが、大型物件

の売却が平成19年１月にずれ込み、当初の売上予想には達しませんでした。 

 その結果、当事業の売上は69百万円、売上構成比は4.3％、営業利益は21百万円となりました。 

     

（アミューズメント事業） 

財団法人保安電子通信技術協会によるアミューズメント機器の製造許可は取得しましたが、財団法

人全国防犯協会連合会の生産工場に対する許可がずれ込んだことにより、新規売上を計上するにはい

たりませんでした。なお、固定経費等の営業費用が発生し、営業損失は40百万円（前中間連結会計期

間は営業損失33百万円）となりました。 

      

（セレブ・ファッション事業） 

平成18年10月より、プレミアムジーンズの代名詞である「TRUE RELIGION」ブランドを国内の問屋

及び百貨店を中心に販路を拡大致しております。この結果当事業の売上は664百万円、売上構成比は

41.8％、営業損失は71百万円となりました。 

        

（その他事業） 

・アクア事業 

展示会等で「真・水素水」の知名度を上げるとともに、現在は、当社が運営するホット・ヨガ店

舗、並びに他社フィットネススタジオ、通信販売などを通じて直接販売しておりますが、今後は、

その他販売代理店の増強を行い、売上増加を図ってまいります。 

       

・ウインド・パワー事業 

直線翼垂直水平軸型風車を用いた中型風力発電システムの試作機４台を公衆用地へ設置いたしま

したが、新規売上を計上するに至りませんでした。 

       

・システムエンジニアリング事業 

中国側の人的資産選定と日本側の受け入れ態勢が整い、順調に推移しております。 

       



・映像ＤＶＤ販売事業 

大手メーカーの参入から当社シェアが低下し、当初の売上予想には及びませんでした。現在は採

算性の観点から大幅な事業の見直しを図っております。 

       

その結果、その他の事業の売上は18百万円（前年同期比36.2％減）、売上構成比は1.2％、営業損

失は58百万円（前中間連結会計期間は営業損失12百万円）となりました。 

       

また、当中間連結会計期間における所在地別セグメントの業績は、次のとおりでございます。 

なお、当中間連結会計期間において、在外子会社を設立しておりますので、前年同期との対比は行

っておりません。 

① 日本につきましては、ホット・ヨガ事業、アート・ライフ事業及びリアル・エステイト事 

   業を中核事業として展開いたしましたが売上高1,132百万円、営業損失217百万円となりま 

   した。 

② 北米につきましては、セレブ・ファッション事業の開始により売上高905百万円、営業損 

   失73百万円となりました。 

③ アジアにつきましては、平成18年７月に連結子会社「上海如徳利貿易有限公司」を設立し 

   売上高５百万円、画廊オープン等の初期コストにより営業損失44百万円となりました。  

       

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前連結会計

年度末に比べ35百万円増加し、当中間連結会計期間末には93百万円となりました。 

 また、当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は以下の通りであります。 

    

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動により当中間連結会計期間に増加した資金は379百万円となりました。 

 これは、売掛債権の回収が2,703百万円あったことによるもので、税金等調整前中間純損失656百万

円、不動産事業の商品土地等のたな卸資産の増加399百万円、不動産事業の土地建物取得の契約金な

どの前渡金877百万円、仕入債務の増加561百万円等を賄ったものです。 

     

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動により当中間連結会計期間に減少した資金は619百万円となりました。 

 これは、ホットヨガスタジオの店舗開設等による有形固定資産の取得による支出363百万円、保証

金の支払207百万円、無形固定資産の取得による支出57百万円等があったことによるものです。 

      

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動により当中間連結会計期間に増加した資金は261百万円となりました。 

 これは、短期借入による収入241百万円等によるものです。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当社は生産設備を保有していないため、生産実績の記載は行っておりません。 

       

(2) 商品仕入実績 

当中間連結会計期間の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

     

 
(注) １ 金額は仕入価格によっております。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(3) 受注実績 

当社は受注生産を行っていないため、受注状況の記載は行っておりません。 

(4) 販売実績 

当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

      

 
(注) １ 金額は販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 事業区分の変更 

 (1) 当中間連結会計期間に新たに子会社を設立したこと等に伴い、セレブ・ファッション事業を事業区分 

 に、新規追加しております。 

 (2) 前連結会計年度まで独立セグメントとしていた映像ＤＶＤ販売事業については、当該事業の縮小に伴 

 い、当中間連結会計期間よりその他事業に含めて記載しております。 

  

  

事業の種類別セグメント 仕入高（千円） 前年同期比（％）

ホット・ヨガ事業 169,574 867.1

アート・ライフ事業 10,982 1.1

リアル・エステイト事業 26,207 ―

アミューズメント事業 ― ―

セレブ・ファッション事業 588,401 ―

その他の事業 18,442 79.9

合計 813,609 75.4

 

 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％)

ホット・ヨガ事業 817,752 299.3

アート・ライフ事業 20,864 1.8

リアル・エステイト事業 69,047 ―

アミューズメント事業 ― ―

セレブ・ファッション事業 664,455 ―

その他の事業 19,049 240.2

合計 1,591,169 110.1



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

記載すべき事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

当中間連結会計期間に以下の設備を取得いたしました。 

 
(2) 国内子会社 

当中間連結会計期間に以下の設備を取得いたしました。 

事業所名 事業の種類別 設備の内容 帳簿価額(単位：千円) 従業員数

(所在地) セグメントの 建物及び 工具器具
合計

(名)

名称 構築物 及び備品

ホットヨガサロン

ホット・ヨガ事業 店舗設備オー銀座店 33,317 435 33,752 2

(東京都中央区)

ホットヨガサロン

ホット・ヨガ事業 店舗設備オー池袋店 41,553 4,395 45,948 4

(東京都豊島区)

ホットヨガサロン

ホット・ヨガ事業 店舗設備オー新宿南口店 21,756 796 22,552 5

(東京都新宿区)

ホットヨガサロン

ホット・ヨガ事業 店舗設備ラビエ吉祥寺店 38,545 665 39,210 3

(東京都武蔵野市)

ホットヨガサロン

ホット・ヨガ事業 店舗設備ラビエ春日部店 40,224 1,769 41,993 4

(埼玉県春日部市)

ホットヨガサロン

ホット・ヨガ事業 店舗設備ラビエ上野店 42,151 ― 42,151 1

(東京都台東区)

ホットヨガサロン

ホット・ヨガ事業 店舗設備ラビエ仙台店 65,407 ― 65,407 ―

(仙台市青葉区)

事業所名 事業の種類別 設備の内容 帳簿価額(単位：千円) 従業員数

(所在地) セグメントの 建物及び 工具器具
合計

(名)

名称 構築物 及び備品

株式会社ジャメリック・
ジャパン

セレブ・ファッショ
ン事業

ショールーム
設備等

20,409 3,569 23,978 4

(東京都渋谷区)



２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の完了 

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次のとお

りであります。 

 
(2) 重要な設備の新設等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等の計画は、次のとおりでありま

す。 

事業所名 事業の種類別 設備の内容 投資額 完了年月 完成後の

(所在地) セグメントの (千円) 増加能力

名称

提出 ホットヨガサロン
ホット・ヨガ
事業

店舗設備 41,240会社 ラビエ吉祥寺店 平成18年 ―

(東京都武蔵野市) ８月

ホットヨガサロン
ホット・ヨガ
事業

店舗設備 44,334ラビエ春日部店 平成18年 ―

(埼玉県春日部市) ８月

合計 ― ― 85,575 ― ―

事業所名 事業の種類別 設備の内容 投資予定額 資金調達 着手年月 完了予定

(所在地) セグメントの 総額 既支払額 方法 年月

名称 (千円) (千円)

提出 ホットヨガサロン
ホット・ヨガ
事業

店舗設備 52,556 ― 自己資金会社 オー京都四条通店 ― 平成19年

(京都市下京区) １月

ホットヨガサロン
ホット・ヨガ
事業

店舗設備 42,902 ― 自己資金オー京都駅前店 ― 平成19年

(京都市下京区) １月

ホットヨガサロン
ホット・ヨガ
事業

店舗設備 61,761 ― 自己資金オー梅田店 ― 平成19年

(大阪市北区) １月

ホットヨガサロン
ホット・ヨガ
事業

店舗設備 22,679 ― 自己資金オー南森町店 ― 平成19年

(大阪市北区) １月

ホットヨガサロン
ホット・ヨガ
事業

店舗設備 52,483 ― 自己資金オー心斎橋店 ― 平成19年

(大阪市中央区) １月

ホットヨガサロン
ホット・ヨガ
事業

店舗設備 41,078 ― 自己資金オー本町店 ― 平成19年

(大阪市中央区) １月

ホットヨガサロン

ホット・ヨガ
事業

店舗設備 27,627 ― 自己資金
オープロメナ神戸
店

― 平成19年

(神戸市中央区) １月

ホットヨガサロン
ホット・ヨガ
事業

店舗設備 34,793 ― 自己資金オー三宮店 ― 平成19年

(神戸市中央区) １月

ホットヨガサロン
ホット・ヨガ
事業

店舗設備 41,008 ― 自己資金オー名古屋栄店 ― 平成19年

(名古屋市中区) １月

ホットヨガサロン
ホット・ヨガ
事業

店舗設備 29,200 ― 自己資金オー名古屋駅前店 ― 平成19年

(名古屋市中村区) １月



事業所名 事業の種類別 設備の内容 投資予定額 資金調達 着手年月 完了予定

(所在地) セグメントの 総額 既支払額 方法 年月

名称 (千円) (千円)

提出 ホットヨガサロン
ホット・ヨガ
事業

店舗設備 57,597 ― 自己資金会社 オーモレラ岐阜店 ― 平成19年

(岐阜県本巣市) １月

ホットヨガサロン
ホット・ヨガ
事業

店舗設備 31,112 ― 自己資金オー博多駅前店 ― 平成19年

(福岡市博多区) １月

ホットヨガサロン
ホット・ヨガ
事業

店舗設備 40,850 ― 自己資金オー中洲店 ― 平成19年

(福岡市博多区) １月

ホットヨガサロン
ホット・ヨガ
事業

店舗設備 29,715 ― 自己資金オー福岡天神店 ― 平成19年

(福岡市中央区) １月

ホットヨガサロン
ホット・ヨガ
事業

店舗設備 39,546 ― 自己資金オー小倉アイム店 ― 平成19年

(福岡市中央区) １月

ホットヨガサロン
ホット・ヨガ
事業

店舗設備 44,312 ― 自己資金オー熊本店 ― 平成19年

(熊本県熊本市) １月

ホットヨガサロン
ホット・ヨガ
事業

店舗設備 37,845 12,535 自己資金ラビエ赤羽店 平成18年 平成19年

(東京都北区) 12月 １月

ホットヨガサロン
ホット・ヨガ
事業

店舗設備 32,980 11,135 自己資金ラビエ錦糸町店 平成18年 平成19年

(東京都墨田区) 12月 ２月

ホットヨガサロン
ホット・ヨガ
事業

店舗設備 41,255 ― 自己資金ラビエ溝の口店 平成19年 平成19年

(川崎市高津区) １月 ２月

ホットヨガサロン
ホット・ヨガ
事業

店舗設備 51,550 ― 自己資金ラビエ宇都宮店 平成19年 平成19年

(栃木県宇都宮市) １月 ２月

ホットヨガサロン
ホット・ヨガ
事業

店舗設備 43,600 ― 自己資金ラビエ成増店 平成19年 平成19年

(東京都板橋区) ２月 ４月

合計 ― ― 450,362 23,670 ― ― ―



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) １ 提出日現在の発行数には、平成19年３月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年12月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年３月23日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 186,654,900 186,654,900
東京証券取引所
(マザーズ)

―

計 186,654,900 186,654,900 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

新株予約権 

 
(注 ) １ 平成15年９月26日開催の第５回定時株主総会決議により、平成16年２月１日付で１株を1,000株とする株式

分割を行っております。また、平成17年５月２７日開催の臨時株主総会決議により、平成17年７月１日付で、10株

を１株とする株式併合を行っております。これにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使の払

込金額」、「新株予約権の行使時により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されており

ます。 

株主総会の特別決議日（平成14年11月28日）

ストックオプションとしての新株予約権
中間会計期間末現在 

（平成18年12月31日）

提出日の前月末現在 

（平成19年２月28日）

新株予約権の数(個) 13,960 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―― ――

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,396,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 87.54 同左

新株予約権の行使期間
平成15年12月22日から 

平成20年６月30日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額(円)

 発行価格    87.54 

 資本組入額   87.54
同左

新株予約権の行使の条件

①各新株予約権の一部行使 

 はできない。 

②対象者は、本新株予約権 

 行使時において、当社の 

 取締役、監査役及び従業 

 員であることを要する。 

③対象者は、本新株予約権 

 行使時の地位を失った場 

 合、１年以内に限り権利 

 を行使することができ 

 る。 

④対象者は、本新株予約権 

 を質入その他処分するこ 

 とができない。 

⑤対象者が死亡した場合、 

 法定相続人はこれを相続 

 することができる。 

⑥対象者に、重大なる瑕疵 

 があった場合、取締役会 

 はその権利を剥奪するこ 

 とができる。 

⑦その他、権利行使の条件 

 等は、新株予約権割当契 

 約に定めるところによ 

 る。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するとき

は、取締役会の承認を要す

るものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ―― ――

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―― ――



 ２   新株予約権の発行日以降、当社が株式の分割または併合または交換または増資を行う場合、新株予約権の目的た

る株式の数は分割または併合または交換または増資の比率に応じ比例的に調整されるものとし、調整の結果生じる１

株未満の端数は切り捨てます。 

また、当社が合併する場合、株式交換を行う場合、会社分割をする場合その他必要と認められる場合には、取締役会

の決議をもって適当と認める新株予約権の目的たる株式数の調整を行います。 

なお、権利付与日以降、株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行（転換社債の転換及び新株予約権の行使

の行使の場合を除く）するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げま

す。 

  

 
  

以上のほか、当社が合併する場合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合その他必要と認められる場合

には、取締役会の決議をもって適当と認める払込金額の調整を行います。 
  

調整後

行使価額

 

＝
調整前

行使価額

 

×

既発行株式数 ＋
新発行株式数 × 1株当り払込金額

分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数

株主総会の特別決議日（平成17年５月27日）

第４回新株予約権
中間会計期間末現在 

（平成18年12月31日）

提出日の前月末現在 

（平成19年２月28日）

新株予約権の数(個) 180,000 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―― ――

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 18,000,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 50 同左

新株予約権の行使期間
平成17年８月19日から 

平成20年８月18日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額(円)

 発行価格    50.1 

 資本組入額   25.05
同左

新株予約権の行使の条件

各新株予約権の行使に当っ

ては、一部行使はできな

い。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の譲渡は取締役

会の承認を受けなければこ

れをすることができない。

同左

代用払込みに関する事項 ―― ――

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―― ――

 

(注 ) １ 平成17年５月27日開催の臨時株主総会決議により、平成17年７月１日付で、10株を１株とする株式併合を行って

おります。これにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」、新株予約権の

行使時により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

 ２ 行使価額は、当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行する場合は、次の算式により調整されます。

尚、次の算式において「既発行株式数」には、当社が自己株式として保有する当社普通株式の数は含ま

ないものとし、当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行し、又は自己株式を処分する場合には、

「新発行株式数」には当該発行又は処分される株式数を含むものとします。但し、円位未満端数は切り

捨てます。

調整後 

行使価額

 

＝
調整前 

行使価額

 

×

既発行株式数 ＋
新発行株式数 × 1株当り払込金額

1株当り時価

既発行株式数 ＋ 新発行株式数

尚、行使価額は、株式の分割または株式併合の場合、株式に転換できる証券を発行する場合、又は新株

予約権若しくは新株予約権を付与された証券の発行が行われる場合にも当社が必要と認める調整を行い

ます。

 ３ 第４回新株予約権については、平成19年３月９日付で上記の180,000個すべてを無償で消却しておりま

す。



取締役会の決議日（平成18年６月８日）

第７回新株予約権
中間会計期間末現在 

（平成18年12月31日）

提出日の前月末現在 

（平成19年２月28日）

新株予約権の数(個) 30,000 同左

新株予約権うち自己新株予約権の数(個) ―― ――

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 30,000,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 45 同左

新株予約権の行使期間
平成18年６月27日から 

平成19年６月26日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額(円)

 発行価格    45.1 

 資本組入額   22.55
同左

新株予約権の行使の条件

各新株予約権の行使に当っ

ては、一部行使はできな

い。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の譲渡は取締役

会の承認を受けなければこ

れをすることができない。

同左

代用払込みに関する事項 ―― ――

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―― ――

 

(注 ) １ 当社が当社普通株式につき株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。）又は株式併合を行う場合には、各

新株予約権の目的たる株式の数は、次の算式により調整されるものとし、調整の結果生じる１株未満の端数は切

り捨てます。

      調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

 ２ 行使価額は、当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行する場合は、次の算式により調整されます。 

尚、次の算式において「既発行株式数」には、当社が自己株式として保有する当社普通株式の数は含まれないも

のとし、当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行し、又は自己株式を処分する場合には、「新発行株式数」

には当該発行又は処分される株式数を含むものとします。但し、円位未満端数は切り捨てます。

調整後 

行使価額

 

＝
調整前 

行使価額

 

×

既発行株式数 ＋
新発行株式数 × 1株当り払込金額

1株当り時価

既発行株式数 ＋ 新発行株式数

尚、行使価額は、株式の分割または株式併合の場合、時価を下回る払い込み価額で自己株式を処分する

場合、株式に転換できる証券を発行する場合、又は新株予約権若しくは新株予約権を付与された証券の

発行が行われる場合にも当社が必要と認める調整を行います。

 ３ 第７回新株予約権については、平成19年３月９日付で上記の30,000個すべてを無償で消却しておりま

す。



取締役会の決議日（平成18年11月９日）

第８回新株予約権
中間会計期間末現在 

（平成18年12月31日）

提出日の前月末現在 

（平成19年２月28日）

新株予約権の数(個) 50,000 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―― ――

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 50,000,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 33 同左

新株予約権の行使期間
平成18年11月27日から 

平成19年11月26日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額(円)

 発行価格    33.1 

 資本組入額   16.55
同左

新株予約権の行使の条件

各新株予約権の行使に当っ

ては、一部行使はできな

い。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の譲渡は取締役

会の承認を受けなければこ

れをすることができない。

同左

代用払込みに関する事項 ―― ――

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―― ――

 

(注 ) １ 当社が当社普通株式につき株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。）又は株式併合を行う場合に

は、各新株予約権の目的たる株式の数は、次の算式により調整されるものとし、調整の結果生じる１株

未満の端数は切り捨てます。

      調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

 ２ 行使価額は、当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行する場合は、次の算式により調整されます。 

尚、次の算式において「既存発行株式数」には、当社が自己株式として保有する当社普通株式の数は含まれな

いものとし、当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行し、又は自己株式を処分する場合には、「新発行株式

数」には当該発行又は処分される株式数を含むものとします。但し、円位未満端数は切り捨てます。

調整後 

行使価額

 

＝
調整前 

行使価額

 

×

既発行株式数 ＋
新発行株式数 × 1株当り払込金額

1株当り時価

既発行株式数 ＋ 新発行株式数

尚、行使価額は、株式の分割または株式併合の場合、時価を下回る払い込み価額で自己株式を処分する

場合、株式に転換できる証券を発行する場合、又は新株予約権若しくは新株予約権を付与された証券の

発行が行われる場合にも当社が必要と認める調整を行います。

 ３ 第８回新株予約権については、平成19年３月９日付で上記の50,000個すべてを無償で消却しておりま

す。



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 
 (注)  資本準備金の減少については、平成18年９月26日開催の定時株主総会において、資本準備金を3,053,700千

円減少し、欠損填補することが決議され、同日付で減少したものであります。 

  

(4) 【大株主の状況】 

平成18年12月31日現在 

 
  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額(千円)

資本準備金
残高(千円)

    平成18年７月１日～ 
   平成18年12月31日

― 186,654,900 ― 9,455,650 △3,053,700 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数 

（株）

発行済株式 

総数に対する 

所有株式数 

の割合（％）

新山 洋史 大阪府豊中市 22,525,000 12.06

株式会社安子の電話 東京都千代田区紀尾井町４－13 10,598,800 5.67

大阪証券金融株式会社（業務口） 大阪市中央区北浜２丁目４－６ 7,044,200 3.77

鶴丸 純一郎 東京都港区 4,000,000 2.14

佐々木 芳明 埼玉県所沢市 3,033,100 1.62

植田 博之 大阪市北区 3,000,000 1.60

イーチャージ・プロセシング・

サービス株式会社
東京都千代田区紀尾井町４－13 2,880,400 1.54

繁田 雅人 堺市西区 1,324,600 0.70

白石 秀明 大分県大分市 1,000,000 0.53

大和証券株式会社 東京都千代田区大手町２丁目６－４ 984,800 0.52

計 ― 56,390,900 30.21



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年12月31日現在 

 
(注) 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が5,089,600株（議決権50,896個）含ま

れています。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年12月31日現在 

 
      

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 
（注） 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。 

(1) 新任役員 

該当事項はありません。 

(2) 退任役員 

該当事項はありません。 

(3) 役職の異動 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式

―
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

186,654,000
1,866,540 ―

単元未満株式
普通株式

900
― ―

発行済株式総数 186,654,900 ― ―

総株主の議決権 ― 1,866,540 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

ニューディール株式会社 東京都新宿区２丁目８番６号 3 ― 3 0.00

計 ― 3 ― 3 0.00

月別 平成18年７月 平成18年８月 平成18年９月 平成18年10月 平成18年11月 平成18年12月

最高（円） 49 49 41 36 32 28

最低（円） 39 39 30 29 23 23

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

常務取締役 

（管理本部長）

取締役 

（管理本部長）
林 義朗 平成18年９月26日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間連結会計期間(平成17年７月１日から平成17年12月31日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成18年７月１日から平成18年12月31日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間会計期間(平成17年７月１日から平成17年12月31日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成18年７月１日から平成18年12月31日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年７月１日から平成17年

12月31日まで)及び当中間連結会計期間(平成18年７月１日から平成18年12月31日まで)並びに前中間会計

期間(平成17年７月１日から平成17年12月31日まで)及び当中間会計期間(平成18年７月１日から平成18年

12月31日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、アスカ監査法人により中間監査を受けて

おります。 

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年12月31日)

当中間連結会計期間末

(平成18年12月31日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 ※2 352,800 93,941 58,554

２ 受取手形及び 
  売掛金

2,201,582 995,684 3,789,907

３ たな卸資産 2,176,683 4,468,815 3,215,445

４ 前渡金 1,957,523 1,006,302 448,525

５ 未収入金 1,049,814 ― 14,134

６ 短期貸付金 414,719 ― 361,441

７ その他 ※4 120,922 448,160 286,533

  貸倒引当金 △427,982 △ 422,859 △871,109

流動資産合計 7,846,064 91.4 6,590,045 72.4 7,303,432 78.7

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産 ※1

(1) 建物及び構築物 ― 961,537 707,811

(2) その他 ― 155,514 913,357

有形固定資産合計 387,283 1,117,051 1,621,168

２ 無形固定資産

(1) のれん ― 35,325 ―

(2) その他 16,521 57,770 46,266

無形固定資産合計 16,521 93,095 46,266

３ 投資その他の資産

(1) 投資土地 ― 703,672 ―

(2) 長期滞留債権等 ― 628,509 ―

(3) その他 337,388 575,551 355,390

貸倒引当金 ― △ 603,509 △50,000

投資その他の資産 
合計

337,388 1,304,223 305,390

固定資産合計 741,193 8.6 2,514,370 27.6 1,972,826 21.3

資産合計 8,587,258 100.0 9,104,416 100.0 9,276,258 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年12月31日)

当中間連結会計期間末

(平成18年12月31日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 買掛金 1,291,971 189,571 93,871

２ 短期借入金 ― 241,678 ―

３ その他 231,738 376,378 414,302

流動負債合計 1,523,709 17.7 807,628 8.9 508,173 5.5

負債合計 1,523,709 17.7 807,628 8.9 508,173 5.5

(少数株主持分)

 少数株主持分 ― ― ― ― ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 8,528,800 99.3 ― ― ― ―

Ⅱ 資本剰余金 2,126,850 24.8 ― ― ― ―

Ⅲ 利益剰余金 △3,592,101 △41.8 ― ― ― ―

Ⅳ 自己株式 △0 △0.0 ― ― ― ―

資本合計 7,063,548 82.3 ― ― ― ―

負債、少数株主持分 
及び資本合計

8,587,258 100.0 ― ― ― ―



 
  

  

前中間連結会計期間末

(平成17年12月31日)

当中間連結会計期間末

(平成18年12月31日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 9,455,650 103.9 9,455,650 101.9

 ２ 資本剰余金 ― ― ― ― 3,053,700 32.9

 ３ 利益剰余金 ― ― △1,283,627 △14.1 △3,746,065 △40.4

 ４ 自己株式 ― ― △0 △0.0 △0 △0.0

   株主資本合計 ― ― 8,172,023 89.8 8,763,284 94.4

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ 為替換算調整勘定 ― ― △1,072 △0.0 ― ―

   評価・換算差額等 
   合計

― ― △1,072 △0.0 ― ―

Ⅲ 新株予約権 ― ― 9,800 0.1 4,800 0.1

Ⅳ 少数株主持分 ― ― 116,036 1.3 ― ―

   純資産合計 ― ― 8,296,787 91.1 8,768,084 94.5

   負債純資産合計 ― ― 9,104,416 100.0 9,276,258 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 1,445,014 100.0 1,590,726 100.0 4,289,141 100.0

Ⅱ 売上原価 1,078,833 74.7 813,166 51.1 2,644,060 61.6

売上総利益 366,181 25.3 777,560 48.9 1,645,080 38.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費
※1 
※2

733,811 50.8 1,326,589 83.4 1,679,654 39.2

営業損失 367,630 △25.4 549,029 △34.5 34,573 △0.8

Ⅳ 営業外収益

１ 受取利息 1,096 2,693 3,430

２ 不動産賃料収入 ― 24,000 ―

３ その他 1,262 2,358 0.2 7,843 34,537 2.2 5,667 9,098 0.2

Ⅴ 営業外費用

 １ 保証金償却費 9,566 12,724 14,049

 ２ 新株発行費 94,698 ― 101,126

 ３ 貸倒引当金繰入額 34,186 137,417 18,026

 ４ 減価償却費 ― 12,838 ―

 ５ 持分法による 
   投資損失

― 7,653 ―

 ６ その他 184 138,635 9.6 3,283 173,918 10.9 14,341 147,543 3.4

経常損失 503,908 △34.9 688,410 △43.3 173,018 △4.0

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※3 8,945 ― 7,631

 ２ 貸倒引当金戻入益 ― 32,157 ―

 ３ その他 ― 8,945 0.6 ― 32,157 2.0 3,000 10,632 0.2

Ⅶ 特別損失

 １ 棚卸資産評価損 10,649 ― 10,649

 ２ 減損損失 ※4 181,606 ― 292,984

 ３ 貸倒引当金繰入額 291,605 ― 591,946

 ４ 過年度クーポン券 
   戻入損

10,518 ― ―

 ５ その他 ― 494,381 34.2 ― ― ― 32,098 927,679 21.6

税金等調整前中間
(当期)純損失

989,343 △68.5 656,252 △41.3 1,090,067 △25.4

法人税、住民税 
及び事業税

2,014 0.1 7,534 0.5 55,254 1.3

少数株主損失 ― ― 72,524 △4.6 ― ―

中間(当期)純損失 991,358 △68.6 591,261 △37.2 1,145,321 △26.7



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

区分
注記 

番号
金額(千円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 4,752,553 

Ⅱ 資本剰余金増加高

     １新株予約権行使による 

      新株式の発行
2,126,850 2,126,850

Ⅲ 資本剰余金減少高

   １欠損補填のための 

    資本準備金取崩額
4,752,553 4,752,553

Ⅳ 資本剰余金中間期末残高 2,126,850 

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 △7,353,297

Ⅱ 利益剰余金増加高

   １資本準備金取崩による増加高 4,752,553 4,752,553

Ⅲ 利益剰余金減少高

   １中間純損失 991,358 991,358

Ⅳ 利益剰余金中間期末残高 △3,592,101



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年６月30日残高(千円) 9,455,650 3,053,700 △3,746,065 △0 8,763,284

中間連結会計期間中の変動額

 欠損填補 ― △3,053,700 3,053,700 ― ―

 中間純損失 ― ― △ 591,261 ― △ 591,261

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

― ― ― ― ―

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円)

― △3,053,700 2,462,439 ― △ 591,261

平成18年12月31日残高(千円) 9,455,650 ― △ 1,283,627 △0 8,172,023

評価・換算差額
新株予約権

少数株主
持分

純資産合計
為替換算 
調整勘定

平成18年６月30日残高(千円) ― 4,800 ― 8,768,084

中間連結会計期間中の変動額

 欠損填補 ― ― ― ―

 中間純損失 ― ― ― △ 591,261

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△1,072 5,000 116,036 119,964

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円)

△1,072 5,000 116,036 △471,297

平成18年12月31日残高(千円) △1,072 9,800 116,036 8,296,787



前連結会計年度の要約連結株主資本等変動計算書 

 (自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成17年６月30日残高(千円) 6,401,950 4,752,553 △7,353,297 ― 3,801,206

連結会計期間中の変動額

 新株の発行 3,053,700 3,053,700 ― ― 6,107,400

 欠損填補 ― △4,752,553 4,752,553 ― ―

 自己株式の取得 ― ― ― △0 △0

 当期純損失 ― ― △1,145,321 ― △1,145,321

 株主資本以外の項目の 
 連結会計期間中の変動額(純額)

― ― ― ― ―

連結会計期間中の変動額合計(千円) 3,053,700 △1,698,853 3,607,232 △0 4,962,076

平成18年６月30日残高(千円) 9,455,650 3,053,700 △3,746,065 △0 8,763,284

新株予約権 純資産合計

平成17年６月30日残高(千円) 12,000 3,813,206

連結会計期間中の変動額

 新株の発行 ― 6,107,400

 欠損填補 ― ―

 自己株式の取得 ― △0

 当期純損失 ― △1,145,321

 株主資本以外の項目の 
 連結会計期間中の変動額(純額)

△7,200 △7,200

連結会計期間中の変動額合計(千円) △7,200 4,954,879

平成18年６月30日残高(千円) 4,800 8,768,084



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 

前中間連結会計期間

(自 平成17年７月１日

至 平成17年12月31日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年７月１日

至 平成18年12月31日)

前連結会計年度の

要約連結キャッシュ・

フロー計算書

(自 平成17年７月１日

至 平成18年６月30日)

区分
注記 

番号
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 

  キャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前中間(当期)純損失 △ 989,343 △ 656,252 △ 1,090,067

 ２ 減価償却費 19,344 101,618 77,238

 ３ 減損損失 181,606 ― 292,984

 ４ 長期前払費用償却費 11,925 8,333 7,731

 ５ 保証金償却費 9,720 12,724 14,203

 ６ 貸倒引当金の増加額(減少:△) 325,791 105,259 818,919

 ７ 受取利息及び受取配当金 △ 1,096 △ 2,693 △ 3,430

 ８ 新株予約権戻入益 ― ― △ 3,000

 ９ 不動産賃料収入 ― △ 24,000 ―

 10 持分法による投資損失 ― 7,653 ―

 11 新株発行費 94,698 ― 101,126

 12 固定資産売却益 △ 8,945 ― △ 7,631

 13 契約解除損 ― ― 17,580

 14 売上債権の増減額(増加:△) 134,115 2,703,557 △ 1,454,208

 15 たな卸資産の増減額(増加:△) △ 1,714,861 △ 399,459 △ 2,753,623

 16 仕入債務の増減額(減少:△) 588,247 △ 561,618 △ 609,852

 17 前渡金の増減額(増加:△) △ 1,506,149 △ 877,595 △ 27,151

 18 未収入金の増減額(増加:△) △ 1,016,524 △ 33,925 116,752

 19 その他の資産増減額(増加:△) △ 52,666 29,958 △ 225,424

 20 その他の負債増減額(減少:△) 65,425 △ 46,408 143,842

 21 その他 ― 45,000 ―

   小計 △ 3,858,711 412,153 △ 4,584,010

 22 利息及び配当金の受取額 8 2,404 102

 23 法人税等の支払額 △ 2,552 △ 35,242 △ 2,552

   営業活動による 

   キャッシュ・フロー
△ 3,861,255 379,315 △ 4,586,460

 



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年７月１日

至 平成17年12月31日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年７月１日

至 平成18年12月31日)

前連結会計年度の

要約連結キャッシュ・

フロー計算書

(自 平成17年７月１日

至 平成18年６月30日)

区分
注記 

番号
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動による 

  キャッシュ・フロー

 １ 有形固定資産の取得による支出 △232,550 △363,794 △1,556,025

 ２ 有形固定資産の売却による収入 36,552 ― 36,179

 ３ 無形固定資産の取得による支出 ― △57,163 △32,230

 ４ 不動産賃料収入 ― 24,000 ―

 ５ 貸付けによる支出 △222,430 △8,700 △258,443

 ６ 貸付金の回収による収入 2,690 240 91,370

 ７ 敷金・保証金の支払による支出 △100,773 △207,387 △172,475

 ８ 敷金・保証金の回収による収入 13,000 ― 17,500

 ９ その他 ― △6,812 △45,000

   投資活動による 

   キャッシュ・フロー
△503,511 △619,618 △1,919,125

Ⅲ 財務活動による 

  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入れによる収入 ― 241,678 ―

 ２ 新株予約権の発行による収入 ― 5,000 ―

 ３ 株式の発行による収入 4,155,501 ― 6,002,073

 ４ 自己株式取得による支出 △0 ― ―

 ５ 少数株主からの払込みによる 

   収入
― 14,700 ―

   財務活動による 

   キャッシュ・フロー
4,155,501 261,378 6,002,073

Ⅳ 現金及び現金同等物の 

  増減額（減少:△）
△209,266 21,076 △503,511

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 562,066 58,554 562,066

Ⅵ 新規連結子会社の取得に伴う 

  現金同等物の増加額
― 14,310 ―

Ⅶ 現金及び現金同等物の 

  中間期末(期末)残高
※１ 352,800 93,941 58,554



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

 当社グループは、当中間連結会期

間において営業損失367,630千円が

発生しております。また、営業キャ

ッシュ・フロー面においても前連結

会計年度に引き続き当中間連結会計

期間も△3,861百万円となり、継続

的にキャッシュ・フローのマイナス

が続いております。これにより、当

社グループは継続企業の前提に関す

る重要な疑義が存在しております。 

 当期は、前々期（平成16年６月

期）から開始しました新規事業の事

業定着につとめ、前述の中期３カ年

計画最終年度であることを踏まえた

黒字定着の年度と考えております。

事業基盤の強化を図るために実施し

た平成15年２月14日第１回新株予約

権ならびに平成15年５月16日第２回

新株予約権および平成16年３月30日

第３回新株予約権、平成17年10月１

日第５回新株予約権はその全ての権

利行使を終えました。また、平成17

年６月16日第４回新株予約権ならび

に平成17年11月８日第６回新株予約

権の払い込みが完了し、第４回新株

予約権は既に50％強が行使された結

果、資本の充実が講じられ、絵画事

業、ホットヨガ事業とも、当社の基

幹事業として確立しております。 

  また、アミューズメント事業なら

びに当第３四半期から事業開始する

不動産事業も当社グループの基幹事

業とすべく具体的な経営計画を着実

に実施しております。 

 中間連結財務諸表は継続企業を前

提として作成されており、このよう

な重要な疑義の影響を中間連結財務

諸表には反映しておりません。

 当社グループは、当中間連結会計

期間においても継続して営業損失

549,029千円を計上しております。

また、当中間連結会計期間において

591,261千円と多額の中間純損失を

計上しております。これにより、当

社グループは継続企業の前提に関す

る重要な疑義が存在しております。 

 当中間連結会計期間は、第２次中

期３ヵ年計画「プロジェクト10Ｂ」

の初年度に当たり、純利益黒字化と

同時に累損解消の年度と考えており

ます。具体的には、「ホット・ヨガ

事業」は、西日本地区はホットヨガ

スタジオＯ（オー）16店舗の譲受け

を始めとし、東日本のホットヨガサ

ロンラビエ４店舗の新設等から売上

拡大を見込んでおります。「リア

ル・エステイト事業」は、手持物件

の早期売却により売上および営業利

益の拡大を見込んでおります。更に

株式会社ジャメリック・ジャパンの

「セレブ・ファッション事業」は、

取扱い問屋および百貨店の拡大等に

より売上および営業利益の拡大を図

って参ります。株式会社エヌディー

サービスの「アミューズメント事

業」も、許認可が３月にはすべて取

得できる見込みから本格稼動する見

込みであります。 

 資金面では、「ホット・ヨガ事

業」の売上が順調に推移しているほ

か、平成19年３月には、第１回転換

社債型新株予約権付社債の払込み

690百万円、平成19年４月以降には

第三者割当による新株式の発行の実

施にて660百万円及び第９回新株予

約権の払込及び権利行使の実施にて

1,105百万円を予定していることか

ら、新規事業を含めた運転資金なら

びに設備資金は十分確保されており

ます。

 当社グループは、当連結会計年度

に1,145,321千円と多額の当期純損

失を計上しております。また、営業

活動によるキャッシュ・フロー面に

おいても、△4,586,460千円となり

前期に引続き、継続的に営業活動に

よるキャッシュ・フローのマイナス

が続いております。これにより、当

社グループは継続企業の前提に関す

る重要な疑義が存在しております。

 当連結会計年度は、平成16年６月

期から実施の中期３ヵ年計画最終年

度であることを踏まえ、黒字定着の

年度と考え努力してまいりました。

事業の選択と集中を行った結果、基

幹事業としての「アート・ライフ事

業」及び「ホット・ヨガ事業」、新

規事業としての「リアル・エステイ

ト事業」も、概ね順調に推移し、個

別業績での営業利益黒字化には貢献

いたしましたが、連結業績では営業

利益及び経常利益とも赤字となりま

した。

 また、事業基盤の強化を図るため

に実施した平成17年９月13日第５回

新株予約権の権利行使を終え、平成

18年６月８日第７回新株予約権も予

約権の払い込みも完了しておりま

す。資金面では、ホット・ヨガ事業

の売上が順調に推移している他、土

地売却代金10億円が平成18年７月上

旬に回収になったことおよび絵画売

掛金の回収８億円が平成18年９月に

あることから、新規事業を含めた運

転資金ならびに設備資金は十分確保

されております。 

 当社グループは、当該状況を鑑

み、財務体質の更なる改善と、安定

的な黒字化、累積赤字の解消、株主

の皆様への配当を行うべく、第２次

中期３ヵ年計画「プロジェクト10

Ｂ」を設定いたしました。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

 中間連結財務諸表は、継続企業を

前提として作成されており、このよ

うな重要な疑義の影響を中間連結財

務諸表には反映しておりません。

 当該「プロジェクト10Ｂ」では、

連結売上100億円、経常利益10％を

目標に掲げ、現在の収益基盤事業の

更なる拡充、「美しさを創造する」

という企業コンセプトに基づいた新

規事業の導入、「戦える軍団」とし

ての企業体質への転換を目指してま

いります。そのため、各事業ごとに

担当役員を選任し、売上と利益を確

保することを最重要課題とし、社員

一人一人にもその意識を徹底させて

まいります。

 具体的には、アート・ライフ事業

部については、平成18年７月15日に

「上海茂名画廊」をオープンさせ、

中国の富裕層に対して販売を伸ばし

ていくほか、世界的に有名なオーク

ションへ定期的に出品し、安定した

売上を確保してまいります。リア

ル・エステイト事業においては、不

動産の有効活用を推進し、収益物件

の取得により更に安定した収益を確

保いたします。 

 ホット・ヨガ事業について、質量

ともに「日本最大のホットヨガチェ

ーン」を目指し、買収も視野に入れ

た新規店舗の出店、更なるサービス

内容の充実を図ってまいります。平

成18年８月には吉祥寺、春日部への

出店をはじめ、北関東、東北、北海

道に出店してまいります。平成18年

７月には会員向けのコミュニケーシ

ョンツールとして季刊情報誌「O!

LUBIE（オー！ラビエ）」を創刊い

たしまいた。

 当連結財務諸表は継続企業を前提

として作成されており、このような

重要な疑義の影響を連結財務諸表に

は反映しておりません。



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

 
 

１ 連結の範囲に関する事項

 子会社はすべて連結しており

ます。

連結子会社の数 １社

連結子会社の名称

 株式会社エヌディーサービス
 
 
 
 

 
 

１ 連結の範囲に関する事項

 子会社はすべて連結しており

ます。

連結子会社の数 ５社

連結子会社の名称

 株式会社エヌディーサービス

 エヌディーアクア株式会社

 上海如徳利貿易有限公司

 株式会社ジャメリック・ 

 ジャパン

 JAMERIC Inc.

    

 上海如徳利貿易有限公司は、

平成18年７月３日付で設立さ

れ、株式会社ジャメリック・ジ

ャパンは平成18年８月15日付で

設立され、当社の連結子会社と

なりました。 

 また、JAMERIC Inc.について

は、平成18年８月15日付で実質

的な支配力が及んだことにより

当社の連結子会社となりまし

た。   

 
 
 

１ 連結の範囲に関する事項

 子会社はすべて連結しており

ます。

連結子会社の数 ２社

連結子会社の名称

 株式会社エヌディーサービス

 エヌディーアクア株式会社

     

 エヌディーアクア株式会社は

平成18年４月７日付で設立さ

れ、当社の連結子会社となりま

した。

２ 持分法の適用に関する事項

  関連会社を有しておりませ

ん。

 
 

２ 持分法の適用に関する事項

持分法適用の関連

会社の数
１社

持分法適用の関連

会社の名称

 上海西友信息技術有限公司

     

 なお、持分法適用会社のう

ち、決算日が中間連結決算日と

異なる会社については、中間連

結決算日現在で実施した仮決算

に基づく中間財務諸表を使用し

ております。

 
 

２ 持分法の適用に関する事項

持分法適用の関連

会社の数
１社

持分法適用の関連

会社の名称

 上海西友信息技術有限公司

     

 当社は、平成18年６月８日付

で上海西友信息技術有限公司に

対し資本金の30％を出資し、当

社の関連会社といたしました。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

 連結子会社の中間決算日は、

中間連結決算日と一致しており

ます。

 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

 連結子会社の中間決算日が中

間連結決算日と異なる会社は次

のとおりです。

上海如徳利貿易有

限公司
12月31日

JAMERIC Inc. ２月28日

     

 中間連結財務諸表の作成に当

たっては、中間連結決算日現在

で実施した仮決算に基づく中間

財務諸表を使用しております。

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項

 連結子会社の決算日は、連結

決算日と一致しております。



前中間連結会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

①有価証券

 その他有価証券

  時価のないもの

  …移動平均法による原価法

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

①有価証券

 その他有価証券

  時価のないもの

  …同左

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

①有価証券

 その他有価証券

  時価のないもの

  …同左

②たな卸資産

  商品

  …個別法による原価法

②たな卸資産

 商品

  絵画及び販売用不動産

  …個別法による原価法

  上記以外の商品

  …移動平均法による原価法

②たな卸資産

 商品

 絵画及び販売用不動産

  …同左

  上記以外の商品

  …同左

 
 
 
 
 
 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

①有形固定資産

定率法を採用しております。

耐用年数は以下の年数を採用

しております。

建物及び構築物

…… ８～15年

工具、器具及び備品

…… ３～20年

車両及び運搬具

…… ３年 

 
 
 
 
 
 
 
 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

①有形固定資産

同左  

建物及び構築物

…… ８～15年

機械及び装置

…… 10年

工具、器具及び備品

…… ３～20年

車両及び運搬具

…… ３～６年

 
 
 
 
 
 
 
 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

①有形固定資産

同左  

建物及び構築物

…… 10～15年

機械及び装置

…… 10年

工具、器具及び備品

…… ３～20年

車両及び運搬具

…… ３～６年

②無形固定資産

(イ)ソフトウェア（自社利用

分）

社内における利用可能期

間（５年間）に基づく定

額法によっております。

②無形固定資産

(イ)ソフトウェア（自社利用

分）

同左  

②無形固定資産

(イ)ソフトウェア（自社利用

分）

同左  

(ロ)コンテンツ使用許諾料

契約期間（20年間）に基

づく定額法によっており

ます。

(ロ)コンテンツ使用許諾料

――  

(ロ)コンテンツ使用許諾料

――  

(ハ)商標権

――  

(ハ)商標権

有効使用期間（10年間）

に基づく定額法によって

おります。

(ハ)商標権

同左

(ニ)のれん

――  

(ニ)のれん

５年間で均等償却を行っ

ております。

(ニ)のれん

――  

③長期前払費用

 契約期間（５年間）に基づ

く定額法によっております。

③長期前払費用

 社内における利用可能期間

（２～５年間）に基づく定額

法によっております。

③長期前払費用

 契約期間（３～５年間）に

基づく定額法によっておりま

す。



 

前中間連結会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

④投資建物

――  

④投資建物

 定額法を採用しており、耐

用年数は４年であります。

④投資建物

――  

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

 一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等

の特定の債権については、個

別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しており

ます。

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

同左  

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

同左  

(4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準

――  

(4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準

在外子会社等の資産及び負

債は、中間連結決算日の直物

為替相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部に

おける為替換算調整勘定及び

少数株主持分に含めて計上し

ております。

(4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準

――  

(5) その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

  消費税および地方消費税の

会計処理は、税抜方式によっ

ております。

(5) その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

同左  

  

(5) その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

同左  

  

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

 手許現金、要求払預金及び取

得日から容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から3ヶ月以内に満期日が到

来する流動性の高い短期投資か

らなっております。

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

同左  

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

同左  

 

 



会計処理の変更 

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前連結会計年度 
(自 平成17年７月１日 
  至 平成18年６月30日)

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準委員会

平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第６号）が平成17年４月１日

以降開始する事業年度に係る連結財

務諸表から適用されることになった

ことに伴い、当中間連結会計期間か

ら同会計基準及び適用指針によって

おります。 

 これにより、税金等調整前中間純

損失が181,606千円増加しておりま

す。なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき、当該各資産の金額から直

接控除しております。

  ――

          

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年

８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号）を適

用しております。これにより、税金

等調整前当期純損失が292,984千円

増加しております。なお、セグメン

ト情報に与える影響は、当該箇所に

記載しております。 

 減損損失累計額については、当該

各資産の金額から直接控除しており

ます。 

     

（貸借対照表の純資産の部の表示に 

 関する会計基準） 

 当中間連結会計期間は、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準第5

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第8号）を適用しております。 

 従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は8,172,023千円でありま

す。 

 なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の部において

は、中間連結財務諸表規則の改正に

伴い、改正後の中間連結財務諸表規

則により作成しております。   

（貸借対照表の純資産の部の表示に 

 関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準第5

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第8号）を適用しております。 

 従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は8,763,284千円でありま

す。 

 なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当連結会計年度における貸借対

照表の「純資産の部」については、

改正後の連結財務諸表規則により作

成しております。     

        



 
           

表示方法の変更 

  

 

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

（自己株式及び準備金等の額の減少

等に関する会計基準等の一部改正） 

 当中間連結会計期間より、改正後

の「自己株式及び準備金の額の減少

等に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 最終改正平成17年12月27

日 企業会計基準第１号）及び「自

己株式及び準備金の額の減少等に関

する会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 最終改正平成17年12

月27日 企業会計基準適用指針第２

号）を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。

 なお、中間連結財務諸表規則の改

正に伴う中間連結貸借対照表の表示

に関する変更は以下のとおりであり

ます。 

 前中間連結会計期間において資本

に対する控除項目として「資本の

部」の末尾に表示しておりました

「自己株式」は、当中間連結会計期

間より「株主資本」に対する控除項

目として、「株主資本」の末尾に表

示しております。

（自己株式及び準備金等の額の減少

等に関する会計基準等の一部改正） 

 当連結会計年度より、改正後の

「自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準」（企業会計基準

委員会 最終改正平成17年12月27日

企業会計基準第１号）及び「自己株

式及び準備金の額の減少等に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 最終改正平成17年12月27

日 企業会計基準適用指針第２号）

を適用しております。これによる損

益に与える影響はありません。

 なお、連結財務諸表規則の改正に

伴う連結貸借対照表の表示に関する

変更は以下のとおりであります。 

 前連結会計年度において資本に対

する控除項目として「資本の部」の

末尾に表示しておりました「自己株

式」は、当連結会計年度より「株主

資本」に対する控除項目として、

「株主資本」の末尾に表示しており

ます。 

      

前中間連結会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

（中間連結貸借対照表） 

前中間連結会計期間において流動資産の「その他」

に表示しておりました「未収入金」（前中間連結会計

期間3,646千円）については、資産総額の100分の５超

となったため、当中間連結会計期間より区分掲記して

おります。

(中間連結貸借対照表関係） 

１ 前中間連結会計期間において独立科目で掲記して 

  いた未収入金及び短期貸付金(当中間連結会計期間 

  末は、それぞれ66,530千円、190,141千円)につい 

  ては、総資産の100分の５以下となったため、流動 

  資産の「その他」に含めて表示しております。

（中間連結キャッシュ・フロー計算書）

前中間連結会計期間において営業活動によるキャッ

シュ・フローの小計区分前の「その他の資産増減額」

に含めて表示しておりました「未収入金の増減額」

（前中間連結会計期間△2,581千円）については、重要

性が増したため、当中間連結会計期間より区分掲記し

ております。

２ 前中間連結会計期間において有形固定資産として 

  一括掲記しておりました「建物及び構築物」(前中 

  間連結会計期間末366,897千円)については、総資 

  産の100分の５を超えたため、当中間連結会計期間 

  より区分掲記しております。       

 



追加情報 

     
前中間連結会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

―― (訴訟の経過について) 

１．経過報告 

 当社は、下記２．以下の通り又来

渉氏から、平成17年３月15日付（当

社への訴状到達は平成17年４月１

日）で金１億円及びこれに対する平

成14年11月１日から支払済みまで年

６分の割合による遅延損害金を求め

る株式代金返還請求事件を提起され

ました。当社には、原告との間で下

記２．記載の株式取引を行った事実

及び上記代金を受け取った事実はな

く、事実関係を含め、審理されてお

りました。その後、平成19年２月28

日に、東京地方裁判所から原告の請

求を棄却するとの判決が言い渡され

当社全面勝訴となりましたが、平成

19年３月14日付で東京高等裁判所に

対し、控訴提起されたことが確認さ

れました。

２．訴訟の原因及び提起に至った 

  経緯 

 原告（又来 渉氏）は、平成13年

９月12日に、当社の旧商号である株

式会社リキッド・オーディオジャパ

ンが同年９月27日に発行した第２回

2006年満期ユーロ円建転換社債（以

下「本件社債」という。）の株式購

入代金（2,000株分）として金１億

円を訴外株式会社スーパー・ステー

ジに振込送金する方法で被告（当

社）に支払ったが、本件社債が株式

に転換されたにもかかわらず、株式

2,000株を引き渡さず、株式代金も

返還しないので、当社にその支払い

を求めたものであります。

３．訴訟を提起した者（原告） 

（１）氏名 又来 渉氏 

（２）住所 東京都港区六本木４ 

      丁目１番16－307号

４．訴訟の内容及び請求額 

（１）訴訟の内容  

   株式代金返還請求事件 

（２）請求金額   

   金100,000,000円及びこれに 

   対する平成14年11月１日か 

   ら支払済みまで年６分の割 

   合による遅延損害金。

(業務提携の解消について) 

 平成16年８月19日に締結いたしま

した株式会社ビジネスアイとの業務

提携につきましては、平成17年8月

18日に契約期間が満了となりました

ので解消いたしました。 

当初、株式会社ビジネスアイが製造

販売する「養蜂堂」ブランドの健康

食品につき、販売支援を行ってきま

したが、当社独自の販売チャネルの

獲得に難航した結果、事業採算性の

観点から契約を解消いたしました。 

         

(判決言い渡し及び確定について) 

１．経過報告 

 当社は、下記２．以下の通り門脇

建設株式会社 代表取締役 門脇豊

明氏から、同社が所持する額面金２

億5,000万円の約束手形に当社の旧

商号である「株式会社リキッドオー

ディオジャパン代表取締役黒木正

博」の裏書があることから、平成16

年９月27日に２億5,000万円の支払

いを求める手形訴訟を提起され、平

成16年11月５日に通常訴訟手続きに

移行して審理され、平成18年３月８

日、東京地方裁判所から原告の請求

を棄却するとの判決が言い渡され当

社全面勝訴となりました。その後、

控訴期限の平成18年３月23日までに

原告の控訴がなく、上記判決が確定

いたしました。 

２．訴訟の原因及び提起に至った経

緯 

 平成11年９月29日に株式会社スー

パーファクトリー（代表取締役 黒

木正博）が振り出した約束手形２億

5,000万円につき、「株式会社リキ

ッドオーディオジャパン代表取締役

黒木正博」の記載が裏書人欄にあ

り、平成16年８月12日の満期に所持

人が取り立てたところ、不渡りとな

った為、当社にその支払いを求めた

ものであります。 

        

３．訴訟を提起した者 

 ①名称 門脇建設株式会社 

     代表取締役 門脇豊明 

 ②所在地  

          八王子市散田町五丁目 

          30番10号



前中間連結会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

５．今後の見通し 

 本件については、原告又来 渉氏

の控訴を受け、高等裁判所において

審理されます。当社は、原告の請求

を棄却した第一審判決の判断が相当

であると主張して争います。

４．訴訟の内容及び請求額 

 ①訴訟の内容  

          約束手形金請求事件 

 ②請求金額   

          金250,000,000円 

                 

（第三者割当による新株予約権発行

に関して）  

 平成18年６月８日開催の取締役会

において、下記のとおり株主以外の

者に対し第７回新株予約権を、平成

18年６月26日付で発行いたしまし

た。 

       

１． 新株予約権を発行する理由 

 将来の新株予約権行使により調達

した資金を用い、既存事業の拡大を

目的とし、特定の第三者に対して新

株予約権を発行しようとするもので

あります。 

      

２． 新株予約権の発行要領 

（１）新株予約権の名称  

      ニューディール株式会社 

      第７回新株予約権 

（２）新株予約権の目的たる株式 

      の種類及び数 

  ①株式の種類及び数  

       当社普通株式30,000,000株 

   （新株予約権１個につき 

        1,000株）

    ②株式の数の調整 

    当社が当社普通株式につき 

       株式分割（当社普通株式の 

       無償割当てを含む。）また 

       は株式併合を行う場合に 

       は、各新株予約権の目的た 

       る株式の数は次の算式によ 

    り調整されるものとし調整 

       の結果生じる１株未満の端 

       数は切り捨てます。 

 

調整後株式数
＝調整前株式数×分割・併合の比率 



前中間連結会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

（３）発行する新株予約権の総数  

      30,000個 

（４）新株予約権の払込金額   

      100円（１株当たり0.1円） 

（５）新株予約権の払込金額の総 

      額  3,000,000円 

（６）募集方法 

      特定の第三者に割り当てま 

      す。 

（７）新株予約権の割当を受ける 

      者及び割り当てる新株予約 

      権の数 

  ①割当先   

  （住 所） 東京都中央区八丁堀 

             3-4-12京丸ビル1階 

  （社 名） ニュークエスト第１ 

             号投資事業組合 

  （代表者） 藤谷 靖雄 

  （事業内容)投資業 

 ②割り当てる新株予約権の数  

   30,000個 

（８）新株予約権の申込期間 

    平成18年６月26日 

（９）新株予約権の払込期日及び 

      割当日  

  平成18年６月26日 

（10）各新株予約権の行使に際し 

      て出資される財産の価額 

     （以下「行使価額」とい 

       う。） 

 ①行使価額 １個につき45,000円 

             (１株につき45円) 

  ②行使価額の調整 

  行使価額は、当社が時価を下回 

    る払込金額で新株式を発行する 

    場合は、次の算式により調整さ 

    れます。尚、次の算式において 

   「既発行株式数」には、当社が 

    自己株式とし保有する当社普通 

    株式の数は含まないものとし、 

    当社が時価を下回る払込金額で 

    新株式を発行し、又は自己株式 

    を処分する場合には、「新発行 

    株式数」には当該発行又は処分 

    される株式数を含むものとしま 

    す。但し、円単位未満小数は切 

    り捨てます。

既発行

株式数
＋

新発行株式数×１株

あたり払込金額

調 整 後

＝

調 整 前

×

１株あたり時価

行使価

額

行使価

額
既発行株式数＋新発行株式数



前中間連結会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

   尚、行使価額は、株式の分割 

  （当社普通株式の無償割当てを 

  含む。）または株式併合の場 

  合、時価を下回る払い込み価額 

  で自己株式を処分する場合、株 

  式に転換できる証券を発行する 

  場合、又は新株予約権若しくは 

  新株予約権を付与された証券の 

  発行が行われる場合にも当社が 

  必要と認める調整を行います。

（11）新株予約権の行使に際して出 

   資される財産の価額の総額 

   1,350,000,000円

（12）新株予約権の払込金額及びそ 

   の行使に際して出資される財 

   産の価額の算定理由 

     現在の東京証券取引所マザ 

   ーズ市場における当社の株価 

   推移を総合的に勘案し、各新 

   株予約権の払込価額は、上記 

   (4)のとおりとしました。さ 

   らに、新株予約権の行使に際 

   して出資される財産の価額に 

      ついては、平成18年５月１日 

      から平成18年６月７日までの 

      25営業日の東京証券取引所に 

      おける当社普通株式の終値の 

      平均42.56円の105.73％の１ 

      株当たり45円としました。

（13）新株予約権の行使により株式 

      を発行する場合における増加 

      する資本金および資本準備金 

      に関する事項  

    ①新株予約権の行使により株式 

      を発行する場合における増加 

      する資本金の額は、会社計算 

      規則第40条第１項に従い算出 

      される資本金等増加限度額の 

      ２分の１の金額とし、計算の 

      結果１円未満の端数が生じた 

      ときは、その端数を切り上げ 

      るものとします。 

   ②新株予約権の行使により株式 

      を発行する場合において増加 

      する資本準備金の額は、上記 

   ①記載の資本金等増加限度額 

   から①に定める増加する資本 

   金の額を減じた額とします。

（14）新株予約権の行使期間 

    平成18年６月27日より平成19 

      年６月26日とします。



前中間連結会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

（15）新株予約権の行使条件 

    各新株予約権の行使に当たっ 

      ては、一部行使はできないも 

      のとします。

（16）新株予約権の取得の事由およ 

      び条件 

        当社が吸収合併による消滅 

      並びに株式交換又は株式移転 

      により他の会社の完全子会社 

      となることを、当社の株主総 

      会で決議した場合、取締役会 

      が別途定める日に、当社は、 

      未行使の新株予約権の全部を 

      無償にて取得することができ 

      ます。

（17）譲渡制限 

     本新株予約権の譲渡につい 

      ては、取締役会の承認を受け 

      なければこれをすることがで 

      きないものとします。 

（18）新株予約権の行使請求受付場 

      所 

    当社管理本部 

（19）新株予約権の行使に際して払 

      込を取り扱う銀行およびその 

      取扱の場所 

    株式会社三井住友銀行  

       新橋支店 

（20）新株予約権証券の発行 

  ①新株予約権証券は、新株予約 

      権者の請求があるときに限り 

      、当社はこれを発行します。 

      但し、発行する新株予約権証 

      券は、記名式に限るものとし 

      ます。 

  ②新株予約権者は、新株予約権 

      証券につき、記名式の新株予 

      約権証券を無記名式とするこ 

      とを、会社に対して請求する 

      ことはできません。

（21）会社法その他の法律の改正等 

      、本要項規定中読み替えその 

      他の措置が必要となる場合に 

      は当社は必要な措置を講じま 

      す。 

（22）前記各号については、証券取 

      引法に基づく届出の効力発生 

      を条件とします。



 

前中間連結会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

３． 新株予約権発行の日程

平成18年６月８日

(木)
新株予約権発行決議

平成18年６月８日

(木)
有価証券届出書提出

平成18年６月24日

(土)
有価証券届出書効力発生

平成18年６月26日

(月)

新株予約権払込期日・新

株予約権発行日

平成18年６月27日

(火)
新株予約権行使開始日

        

４． 新株予約権行使後の発行済株 

   式総数の推移

現在の発行済株式総数 186,654,900株

ストックオプション未行使分

(発行日：平成15年11月27日)
1,396,000株

第４回新株予約権未行使分 18,000,000株

第７回新株予約権未行使分 30,000,000株

新株予約権行使後の発行済株

式総数
236,050,900株

  ※ 第５回新株予約権は全部行 

       使完了済 

  ※ 第６回新株予約権は全部買 

       い戻し償却済 

５． 新株予約権発行の理由及び資 

     金の使途等 

 (1) 新株予約権発行の理由  

      事業の構築・拡大 

 (2) 増資調達資金の使途 

    ホット・ヨガ事業における店 

      舗拡充資金、年末の海外大型 

      オークションに向けた絵画買 

      付資金 

 (3) 業績に与える見通し 

    現段階では未定ですが、詳細 

      が判明次第発表いたします。

 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
          

(中間連結損益計算書関係) 

  

 

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末

(平成17年12月31日) (平成18年12月31日) (平成18年６月30日)

※1.有形固定資産の 
  減価償却累計額

52,409千円
※1.有形固定資産の
  減価償却累計額

194,330千円
※1.有形固定資産の 
  減価償却累計額

107,194千円

―― ※2.外貨建資産及び負債 ※2.外貨建資産及び負債

科  目 外 貨 額

中間連結

科  目 外 貨 額

中間連結

貸借対照表 貸借対照表

計上額 計上額

現金及び
預金

0千US$ 9千円
現金及び
預金

0千US$ 9千円

――  3.手形割引高及び裏書譲渡高 ――

受取手形割引高 35,970千円

受取手形裏書譲

渡高
26,400千円

※4.消費税等の取扱い ※4.消費税等の取扱い ――
  仮払消費税等及び仮受消費税等
  は相殺の上、流動資産の「その 
  他」に表示しております。

同左

前中間連結会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

内容

上場関連費 281,024千円

地代家賃 89,872千円

給料及び手当 107,773千円
 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

内容

地代家賃 288,816千円

給料及び手当 220,218千円

※１ 販売費及び一般管理費の主要

内容

上場関連費 398,093千円

地代家賃 277,086千円

貸倒引当金
繰入額

208,946千円

※２ 減価償却実施額

有形固定資産 17,370千円

無形固定資産 1,974千円

※２ 減価償却実施額

有形固定資産 80,632千円

無形固定資産 10,395千円

※２ 減価償却実施額

有形固定資産 72,779千円

無形固定資産 4,461千円

※３ 固定資産売却益の内訳

建物及び構築物 8,945千円

―― ――

 



前中間連結会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

 

 ※４ 減損損失

  当中間連結会計期間において当 

 社は以下の資産について減損損失 

 を計上しております。

場所 用途 種類 金額(千円)

本社
その他事業
(ドレッシー
ネット事業)

ソフトウ
ェア

28,733

本社

その他事業
(携帯電話コ
ンテンツ事
業)

営業権 36,943

本社

その他事業
(携帯電話コ
ンテンツ事
業)

コンテン
ツ使用許
諾料

29,142

本社 遊休資産
ソフトウ
ェア

86,786

当社グループは、事業の種類別に

絵画事業、ホットヨガ事業、CD・

DVD販売事業、アミューズメント事

業及びその他事業にグルーピングし

ております。  

 グルーピングの単位である各事業

において、その他事業のうちドレッ

シーネット事業は、前事業年度まで

の過去２年間赤字であり、当連結会

計年度も黒字化が達成できず、今後

も黒字化の見通しが立たなくなった

ため、これらの事業に使用している

ソフトウェアの帳簿価額を回収可能

価額まで減額しております。また、

携帯電話コンテンツ事業は新規プロ

バイダーの開拓に注力しているもの

の、エムピオンアジア社との独占契

約の解除もあり当初予定のダウンロ

ード件数の確保に時間を要するた

め、遊休資産の認定を行っておりま

す。 

 営業権、コンテンツ使用許諾料に

ついて同様の処理をし、当該減少額 

(181,606千円) を減損損失として特

別損失に計上しております。   

 当中間連結会計期間の減損損失の

測定に使用した回収可能価額は正味

売却可能価額及び使用価値でありま

す。正味売却可能価額については、

売却可能価額により算定しており、

使用価値については、将来のキャッ

シュ・フローを５%で割り引いて算

定しております。

――
 

 

 ※４ 減損損失

  当連結会計年度において当社は 

 以下の資産について減損損失を計 

 上しております。

場所 用途 種類
金額 

(千円)

本社

その他事業
ソフト 

ウェア
28,733（ドレッシー 

ネット事業)

本社

その他事業

営業権 36,943（携帯電話コン 

テンツ事業）

本社

その他事業
コンテ 

ンツ
29,142

（携帯電話コン 

テンツ事業）

使用 

許諾料

本社 遊休資産
ソフト 

ウェア
86,786

本社

 その他事業
長期前払

費用
111,378（ウインド・ 

パワー)

 当社グループは、事業の種類別に

アート・ライフ事業、ホット・ヨガ

事業、映像DVD販売事業、アミュー

ズメント事業及びその他事業にグル

ーピングしております。 

 グルーピングの単位である各事業

において、その他事業のうちドレッ

シーネット事業およびウインド・パ

ワー事業の東海大方式に関わる特許

権使用料については、前連結会計年

度までの過去２年間赤字であり、当

連結会計年度も黒字化が達成でき

ず、今後も黒字化の見通しが立たな

くなったため、これらの事業に使用

しているソフトウェア及び長期前払

費用の帳簿価額を回収可能価額まで

減額しております。

 また、携帯電話コンテンツ事業は

新規プロバイダーの開拓に注力して

いるものの、エムピオンアジア社と

の独占契約の解除もあり当初予定の

ダウンロード件数の確保に時間を要

するため遊休資産の認定を行った上

記ソフトウェアの他、営業権、コン

テンツ使用許諾料について同様の処

理をし、当該減少額 (292,984千円) 

を減損損失として特別損失に計上し

ております。

  当連結会計年度の減損損失の測定

に使用した回収可能価額は正味売却

可能価額及び使用価値であります。

正味売却可能価額については、売却

可能価額により算定しており、使用

価値については、将来のキャッシ

ュ・フローを５%で割り引いて算定

しております。



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間(自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

 
  
３ 新株予約権等に関する事項 

 
  (注)１ 新株予約権の内訳のストック・オプションは、平成14年11月28日開催の臨時株主総会決議分であります。 

 ２ 第８回新株予約権の当中間連結会計期間増加は、新株予約権の発行によるものであります。 

          

前連結会計年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  (注)１ 普通株式の発行済株式総数の増加114,000,000株は下記による増加であります。 

   (1) 第４回新株予約権の権利行使による102,000,000株 

   (2) 第５回新株予約権の権利行使による12,000,000株 

 ２ 普通株式の発行済株式総数の減少653,894,100株は、平成17年７月１日付にて10株を１株に株式併合したこ

とによる減少であります。 

  
２ 自己株式に関する事項 

   
  (注)１ 増加数の内訳は次のとおりであります。 

    単元未満株式の買取による増加  ３株 

  

株式の種類
前連結会計年度末 
株式数(株)

当中間連結会計期間末
増加株式数(株)

当中間連結会計期間末
減少株式数(株)

当中間連結会計期間末
株式数(株)

普通株式 186,654,900 ― ― 186,654,900

株式の種類
前連結会計年度末 
株式数(株)

当中間連結会計期間末
増加株式数(株)

当中間連結会計期間末
減少株式数(株)

当中間連結会計期間末
株式数(株)

普通株式 3 ― ― 3

区分
新株予約権
の内訳

新株予約権の
目的となる 
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当中間連結
会計期間末
残高 

（千円）

前連結会計 
年度末

当中間連結
会計期間 
増加

当中間連結会
計期間 
減少

当中間連結
会計期間末

提出会社

ストック・
普通株式 1,396,000 － － 1,396,000 －

オプション

第４回新株
普通株式 18,000,000 － － 18,000,000 1,800

予約権

第７回新株
普通株式 30,000,000 － － 30,000,000 3,000

予約権

第８回新株
普通株式 － 50,000,000 － 50,000,000 5,000

予約権

合計 49,396,000 50,000,000 － 99,396,000 9,800

株式の種類
前連結会計年度末 
株式数(株)

当連結会計年度末
増加株式数(株)

当連結会計年度末
減少株式数(株)

当連結会計年度末 
株式数(株)

普通株式 726,549,000 114,000,000 653,894,100 186,654,900

株式の種類
前連結会計年度末 
株式数(株)

当連結会計年度末
増加株式数(株)

当連結会計年度末
減少株式数(株)

当連結会計年度末 
株式数(株)

普通株式 (注) ― 3 ― 3



次へ 

３ 新株予約権等に関する事項 

   
  (注)１ 新株予約権の内訳のストック・オプションは、平成14年11月28日開催の臨時株主総会決議分であります。 

 ２ ストック・オプションの当連結会計年度減少は、平成17年７月１日付で当社株式を10株を１株に併合したこ

とに伴い新株予約権の目的となる株式の数が調整されたものであります。 

 ３ 第４回新株予約権の当連結会計年度減少の1,182,000千株の内訳は、1,080,000千株については、平成17年７

月１日付で当社株式を１株に併合したことに伴う新株予約権の目的となる株式の数が調整されたものであ

り、102,000千株については、新株予約権の行使によるものであります。 

 ４ 第５回新株予約権の当連結会計年度増加は、新株予約権の発行によるものであります。 

 ５ 第５回新株予約権の当連結会計年度減少は、新株予約権の行使によるものであります。 

 ６ 第６回新株予約権の当連結会計年度増加は、新株予約権の発行によるものであります。 

 ７ 第６回新株予約権の当連結会計年度減少は、新株予約権の無償償却によるものであります。 

 ８ 第７回新株予約権の当連結会計年度増加は、新株予約権の発行によるものであります。 

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
(リース取引関係) 

  

区分
新株予約権
の内訳

新株予約権の
目的となる 
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

前連結会計 
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計年
度減少

当連結会計
年度末

提出会社

ストック・
普通株式 13,960,000 － 12,654,000 1,396,000 －

オプション

第４回新株
普通株式 1,200,000,000 － 1,182,000,000 18,000,000 1,800

予約権

第５回新株
普通株式 － 12,000,000 12,000,000 － －

予約権

第６回新株
普通株式 － 30,000,000 30,000,000 － －

予約権

第７回新株
普通株式 － 30,000,000 － 30,000,000 3,000

予約権

合計 1,213,960,000 72,000,000 1,236,654,000 49,396,000 4,800

前中間連結会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係
（平成17年12月31日現在）

現金及び預金 352,800千円

現金及び現金同等物 352,800千円
 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係
         （平成18年12月31日現在）

現金及び預金 93,941千円

現金及び現金同等物 93,941千円
 

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

          
        （平成18年６月30日現在） 

現金及び預金 58,554千円

現金及び現金同等物 58,554千円

前中間連結会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

―― １ オペレーティング・リース取引

（借主側）

未経過リース料

１年以内 11,553千円

１年超 595千円

合計 12,149千円

――



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末（平成17年12月31日） 

１ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

 
  

当中間連結会計期間末（平成18年12月31日） 

１ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

 
  

前連結会計年度末（平成18年６月30日） 

１ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

 
  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日） 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度  （自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

 

区            分 中間連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券

非上場株式 16,208

合            計 16,208

区            分 中間連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券

非上場株式 17,895

合            計 17,895

区            分 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券

非上場株式 25,628

合            計 25,628

 



(ストック・オプション等関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

該当ございません。 

     

前連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1) ストック・オプションの内容 

 

(2) ストック・オプションの規模及び変動状況 

 ① ストック・オプションの数 

 
 （注） 平成16年２月１日付で当社普通株式１株を1,000株に分割したこと及び平成17年７月１日付で当社 

株式10株を１株に併合したことに伴い、ストック・オプションの数が調整されております。 
  

 ② 単価情報 

 
  

会社名 提出会社

決議年月日 平成14年11月28日

付与対象者の区分及び人数

当社の取締役５名

当社の監査役３名

当社の従業員７名

株式の種類及び付与数 普通株式 1,396,000株

付与日 平成15年11月27日

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間 平成15年12月22日～平成20年６月30日

 

会社名 提出会社

決議年月日 平成14年11月28日

権利確定前

期首 ―

付与 ―

失効 ―

権利確定 ―

未確定残 ―

権利確定後

期首 1,396,000

権利確定 ―

権利行使 ―

失効 ―

未行使残 1,396,000

会社名 提出会社

決議年月日 平成14年11月28日

権利行使価額 87.54

行使時平均株価 ―

付与日における公正な評価単価 ―



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日) 

      

 
(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業区分の主な内容 

(1) 絵画事業・・・・・・・・絵画および関連商品の販売 

(2) ホットヨガ事業・・・・・ホットヨガスタジオの運営 

(3) ＣＤ・ＤＶＤ販売事業・・ＣＤ・ＤＶＤ制作および販売 

(4) アミューズメント事業・・アミューズメント施設の機器および設備の販売 

(5) その他事業・・・・・・・携帯電話コンテンツ、システムエンジニアリング、不動産事業等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（425,943千円）の主なものは、経営管理

に係る費用であります。 

当中間連結会計期間(自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日) 

   

 
(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業区分の主な内容 

(1) ホット・ヨガ事業・・・・・・ホットヨガスタジオの運営 

(2) アート・ライフ事業・・・・・絵画および関連商品の販売 

(3) リアル・エステイト事業・・・不動産の売買、賃貸、仲介 

(4) アミューズメント事業・・・・アミューズメント施設の機器および設備の販売 

(5) セレブ・ファッション事業・・アパレル製品の卸、販売、輸出入および新規アパレルブランドの企画・ 

                     立案 

(6) その他事業・・・・・・・・・アクア事業、ウインド・パワー事業、システムエンジニアリング事業、 

                 映像ＤＶＤ販売事業 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（230,755千円）の主なものは、経営管理

に係る費用であります。 

４ 事業区分の変更 

(1) 当中間連結会計期間に新たに子会社を設立したこと等に伴い、セレブ・ファッション事業を事業区分に、 

      新規追加しております。 

(2) 前連結会計年度までに事業区分に含めていた映像ＤＶＤ販売事業については、当該事業の縮小に伴い、当 

      中間連結会計期間よりその他事業に含めて記載しております。 

 
 

絵画事業

(千円)

ホットヨ 
ガ事業
(千円)

CD・DVD販売
事業
(千円)

アミューズメ
ント事業
(千円)

その他事業

(千円)

計

(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結

(千円)

売上高

(1)外部顧客に対する 

  売上高
1,141,899 273,263 21,920 ― 7,930 1,445,014 ― 1,445,014

(2)セグメント間の内部 

  売上高又は振替高
― ― ― ― ― ― ― ―

計 1,141,899 273,263 21,920 ― 7,930 1,445,014 ― 1,445,014

営業費用 1,053,037 262,514 17,424 33,535 20,190 1,386,702 425,943 1,812,645

営業利益又は損失(△) 88,862 10,749 4,495 △33,535 △12,259 58,312 (425,943) △367,630

        

ホット・ 

ヨガ事業

アート・ 

ライフ事業

リアル・ 

エステイト 

事業

アミューズ 

メント事業

セレブ・フ

ァッション

事業

その他事業 計
消去又は 

全社
連結

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

 売上高  

 (1)外部顧客に 

  対する売上高
817,752 20,864 69,047 ― 664,455 18,606 1,590,726 ― 1,590,726

 (2)セグメント 

  間の内部売上 

  高又は振替高

― ― ― ― ― 443 443 (443) ―

計 817,752 20,864 69,047 ― 664,455 19,049 1,591,169 (443) 1,590,726

 営業費用 840,480 178,466 47,517 40,070 736,124 77,933 1,920,592 219,162 2,139,755

 営業利益又は
△ 22,728 △ 157,602 21,529 △ 40,070 △ 71,669 △ 58,883 △ 329,423 (219,605) △ 549,029

 営業損失(△)



前連結会計年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

  

 
(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業区分の主な内容 

(1) アート・ライフ事業・・・・絵画および関連商品の販売 

(2) ホット・ヨガ事業・・・・・ホットヨガスタジオの運営 

(3) 映像ＤＶＤ販売事業・・・・ＣＤ・ＤＶＤ制作および販売 

(4) リアル・エステイト事業・・不動産の売買、賃貸、仲介 

(5) アミューズメント事業・・・アミューズメント施設の機器および設備の販売 

(6) その他事業・・・・・・・・携帯電話コンテンツ、システムエンジニアリング、ウインド・パワー事業、 

                アクア事業 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（889,746千円）の主なものは、経営管理

に係る費用であります。 

４ 事業区分の名称につきましては、従来の「絵画事業」、「ホットヨガ事業」、「ＣＤ・ＤＶＤ販売事業」、

「不動産事業」、「その他事業」のうちの「風力発電事業」を「アート・ライフ事業」、「ホット・ヨガ事

業」、「映像ＤＶＤ販売事業」、「リアル・エステイト事業」、「ウインド・パワー事業」にそれぞれ変更

しております。 

     

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日) 

  本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店はありませんので、該当事項は 

ありません。 

  

当中間連結会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

 (1) 北米・・・・・米国 

 (2) アジア・・・・中国  

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（230,755千円）の主なものは、親会社本

社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

  

アート・ 

ライフ事業

ホット・ 

ヨガ事業

映像DVD 

販売事業

リアル・ 

エステイト 

事業

アミューズ 

メント事業
その他事業 計

消去又は 

全社
連結

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

 売上高

 (1)外部顧客に 

  対する売上高
2,113,328 877,515 23,670 1,240,635 ― 33,991 4,289,141 ― 4,289,141

 (2)セグメント 

  間の内部売上 

  高又は振替高

― ― ― ― ― ― ― ― ―

計 2,113,238 877,515 23,670 1,240,635 ― 33,991 4,289,141 ― 4,289,141

 営業費用 1,745,404 921,308 18,424 639,292 60,392 49,146 3,433,968 889,746 4,323,715

 営業利益又は
367,924 △43,792 5,245 601,343 △60,392 △15,155 855,172 (889,746) △34,573

 営業損失(△)

日本 
(千円)

北米
(千円)

アジア
(千円)

計
(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結 
(千円)

売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

1,132,189 453,357 5,179 1,590,726 ― 1,590,726

 (2) セグメント間の 
   内部売上高又は振替高

― 452,296 ― 452,296 (452,296) ―

計 1,132,189 905,653 5,179 2,043,022 (452,296) 1,590,726

営業費用 1,349,863 978,997 49,443 2,378,304 (238,549) 2,139,755

営業損失 217,673 73,343 44,264 335,281 (213,747) 549,029



前連結会計年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

  本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店はありませんので、該当事項は 

ありません。 

     

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

     

当中間連結会計期間(自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日) 

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

 (1) 北米・・・・・米国 

 (2) アジア・・・・中国  

３ 海外売上高は、当社及び当社連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

前連結会計年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

北米 アジア 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 453,357 5,179 458,536

Ⅱ 連結売上高(千円) ― ― 1,590,726

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

28.5 0.3 28.8



(１株当たり情報) 
  

 

前中間連結会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

１株当たり純資産額 47円20銭 １株当たり純資産額 43円79銭 １株当たり純資産額 46円94銭

１株当たり中間純損失 ９円69銭 １株当たり中間純損失 ３円17銭 １株当たり当期純損失 ８円36銭

  なお、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額については、１

株当たり中間純損失のため記載し

ておりません。

  平成17年５月27日開催の臨時株

主総会決議により、平成17年７月

１日をもって当社普通株式10株を

１株に併合いたしました。同時に

１単元の株式数を1,000株より100

株に変更いたしました。 

 当該株式併合が前連結会計年度

の期首に行われたと仮定した場合

の前中間連結会計期間における１

株当たり情報及び前連結会計年度

の期首に行われたと仮定した場合

の前連結会計年度における１株当

たり情報は、それぞれ以下の通り

となります。

前中間連結会計期間 前連結会計年度

１株当たり純資産額 
     47円88銭

１株当たり純資産額 
     52円32銭

１株当たり中間純利
益 
     １円18銭

１株当たり当期純利
益 
     １円88銭

潜在株式調後１株当
たり中間純利益   
     １円09銭

潜在株式調後１株当
たり当期純利益 
     １円68銭

  なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額については、１株当たり中間

純損失のため記載しておりません。

  

 

  なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額については、１

株当たり当期純損失のため記載し

ておりません。

  平成17年５月27日開催の臨時株

主総会決議により、平成17年７月

１日をもって当社普通株式10株を

１株に併合いたしました。同時に

１単元の株式数を1,000株より100

株に変更いたしました。 

 当該株式併合が前期首に行われ

たと仮定した場合における前連結

会計年度の１株当たり情報は、そ

れぞれ以下の通りとなります。

前連結会計年度

１株当たり純資産額     52円32銭

１株当たり当期純利益    １円88銭

潜在株式調後１株当たり当期純利益 
              １円68銭



 (注)１ １株当たり中間(当期)純損失の算定上の基礎は下記のとおりであります。

 
２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は下記のとおりであります。 

前中間連結会計期間

(自 平成17年７月１日

至 平成17年12月31日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年７月１日

至 平成18年12月31日)

前連結会計年度

(自 平成17年７月１日

至 平成18年６月30日)

１株当たり中間(当期)純損失

中間(当期)純損失(千円) 991,358 591,261 1,145,321

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― ―

普通株式に係る中間(当期)
純損失(千円)

991,358 591,261 1,145,321

普通株式の期中平均株式数(株) 102,206,258 186,654,897 136,947,840

希薄化効果を有しないため、潜
在株式調整後１株当たり中間(当
期)純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要

― ― ―

前中間連結会計期間

(自 平成17年７月１日

至 平成17年12月31日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年７月１日

至 平成18年12月31日)

前連結会計年度

(自 平成17年７月１日

至 平成18年６月30日)

純資産の部の合計額(千円) ― 8,296,787   8,768,084

普通株式に係る純資産額(千円) ― 8,170,951 8,763,284

差額の主な内訳(千円) 

新株予約権 ― 9,800 4,800

少数株主持分 ― 116,036 ―

普通株式の発行済株式数(数) ― 186,654,900 186,654,900

普通株式の自己株式数(株) ― 3 3

１株当たり純資産額の算定に用
いられた普通株式の数(株)

― 186,654,897 186,654,897



(重要な後発事象) 

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

１.子会社設立について

平成18年１月25日開催の取締役会

において、子会社を設立することを

決議いたしました。

(1)設立の目的

当社が運営展開しているホット

ヨガ事業に不可欠な水につき、新

たに需要が高まっている水素水を

製造することを目的とし、100％出

資の子会社を設立するものです。

当該子会社は、過飽和状態の高濃

度の水素を中性で長期間溶存でき

る特許技術を持つ企業と技術提携

し、バブリング方式では為し得な

いハイレベルで安全かつ高性能な

水素水を製造いたします。当社

は、当該子会社が製造した水素水

を仕入れ、ホットヨガ事業ならび

に他の販路へ販売して売上といた

します。

(2)子会社の概要

①商    号: エヌディーアクア株

式会社

②所 在 地: 東京都新宿区新宿２

－８－６アクシスビ

ル３階

③設立時期: 平成18年２月

④資 本 金: 5,000万円

⑤株    主: ニューディール株式

会社(100％)

⑥代 表 者: 代表取締役社長   

押見 敏哉     

(当社取締役副社長)

⑦事業内容: 水素水を含む飲料水

の製造ならびに販売 

⑧従業員数: ３名

⑨決 算 期: ６月30日

２.子会社の設立について

平成18年１月25日開催の取締役会

において、子会社を設立することを

決議いたしました。

(1)設立の目的

需要の高まりを見せる中国大都

市現代絵画市場に対して販路を拡

張することを目的とし、100％出資

の子会社を設立するものです。

当該子会社は、まずは上海を拠

点として第一号店舗「上海茂名画

廊」を本年４月にオープンさせ、

中国の富裕層をターゲットに、シ

ャガールやルノアールなど有名絵

画を中心に販売。優良な顧客獲得

と継続的な販売を見込みます。

（第三者割当による無担保転換社債 

 型新株予約権付社債の発行につい 

 て）

平成19年３月13日開催の取締役会

において、第三者割当ての方法によ

る第１回無担保転換社債型新株予約

権付社債の発行を決議いたしまし

た。

１ 銘  柄： ニューディール株式

会社第１回無担保転換社債型新

株予約権付社債

２ 発行価格：額面100 円につき100 

円 ただし、本新株予約権と引

き換えに金銭の払込は要しな

い。

３ 発行総額：金690,000,000円

４ 利   率：本社債は未償還元本

額に対して年２％の利息を付

す。

５ 償還期限：平成21年３月27日

６ 払込期日及び発行日 

    ：平成19年３月28日

７ 新株予約権の内容 

 行使価額 １株につき23円 

 行使請求期間  

 平成19年３月29日から 

 平成21年３月26日まで

８ 募集の方法：第三者割当ての方

法により、全額をJTI投資事業有

限責任組合に割り当てる。

９ 上記各号については証券取引法

による届出の効力発生を条件と

する。

10 発行理由及び調達資金の使途 

① 発行理由  

 事業の構築・拡大 

② 調達資金の使途 

 ホット・ヨガ事業における

店舗拡充資金、美術品買付資

金、セレブ・ファッション事業

の商品仕入資金及び新製品開発

資金

（第三者割当による新株式発行及び 

 新株予約権発行について）

平成19年３月19日開催の取締役会

において、第三者割当ての方法によ

る新株式の発行及び第９回新株予約

権の発行を決議いたしました。

１ 第三者割当による新株式発行

 (1)発行新株式数 

   普通株式  30,000,000株 

 (2)発行価格 

   １株につき22円 

 

(JAMERIC Inc. と共同出資による子

会社設立について) 

 平成18年７月25日開催の取締役会

において、女性ファッション業界へ

事業参入する事を目的として、下記

の通り当社 51％、JAMERIC  Inc. 

49％出資による子会社を設立するこ

とを決議いたしました。 

１ 子会社設立の目的 

  当社は前期より「美しさを創 

 造する」をコンセプトに事業の 

 選択と集中を進めて参りまし 

 た。基幹事業であるホット・ヨ 

 ガ事業も順調に推移し、多くの 

 女性会員から支持を戴いており 

 ます。そこで、更に女性の美し 

 さを創造するために、新たに女 

 性ファッション業界への事業参 

 入を図り、子会社の設立を決定 

 いたしました。 

   設立会社の株式会社ジャメリ 

 ック・ジャパン（JAMERIC JAPAN  

 Inc.）は、「プレミアム・ジー 

 ンズ」の草分け的存在であり、 

 今や全世界で年間120万本の生産 

 実績を持つ「トゥルーレリジョ 

 ン（TRUE RELIGION）」ブランド 

 の日本総販売代理店として、事 

 業展開を予定しています。 

２ 設立会社の概要 

（1） 商号  

   株式会社ジャメリック・ 

   ジャパン     

   （JAMERIC JAPAN Inc.） 

（2） 設立年月日   

   平成18年８月15日  

（3） 本店所在地   

   東京都渋谷区神宮前３-39- 

   ５  

（4） 代表者名    

   代表取締役社長 柴田敏一 

（5） 資本金     

   3,000万円 

（6） 大株主構成  

   ニューディール株式会社 

   51％ 

    JAMERIC Inc. 49％ 

（7） 主な事業内容 アパレル製品 

   の卸、販売、輸出入新規ア 

   パレルブランドの企画、立案



前中間連結会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

昨年の北京における現代絵画市

場は年間約56億円規模となってお

り、北京のみならず上海、香港な

ど富裕層の多い都市を中心に現代

絵画の需要が高まっています。今

後は北京にも進出し、店舗拡張す

る予定です。当社は当該子会社に

対して当社の仕入れた絵画を納入

し、売上といたします。

(2)子会社の概要

①商    号: 上海如徳利貿易有限

公司

②所 在 地: 中華人民共和国上海

市戸湾区茂名南路

165号乙 

③設立時期: 平成18年２月

④資 本 金: 300万人民元(日本円

約4,500万円)

⑤株    主: ニューディール株式

会社(100％)

⑥代 表 者: 代表取締役社長  

山本 忠之

⑦事業内容: 絵画の販売、卸、輸

入、輸出業務、版画

の制作業務、絵画店

舗運営業務 

⑧従業員数: ３名

⑨決 算 期: ６月30日
    
３.業務提携及び業務提携解除につ

いて

平成18年２月23日開催の取締役会

において、当社の風力発電事業につ

き、株式会社ルキナとの業務提携契

約を解除し、日本再生エネルギー株

式会社と新たに業務提携契約を締結

することを決議いたしました

(1)業務提携解除及び業務提携の理

由

 当社は株式会社ルキナと共に

風力発電事業を進めてまいりま

したが、ルキナ社製の風力発電

設備よりも日本再生エネルギー

社製の設備の方が効率も良く、

かつ安価に仕上げられるという

特徴を持っており、ルキナ社と

の開発と平行して日本再生エネ

ルギー社にも開発を委託してお

りました。このたび、ルキナ社

との契約について解約合意に至

ったため、ルキナ社との契約は

終了。新たに日本再生エネルギ

ー社と契約締結することにした

ものです。なお、日本再生エネ

ルギー社は、既に風力発電設備

の試作品の完成にこぎつけてお

ります。

 (3)発行価格の総額 

   金660,000,000円 

 (4)資本組入額 

   １株につき11円 

 (5)申込期間及び払込期日 

   平成19年４月３日(火) 

 (6)新株権交付日 

   平成19年４月３日(火) 

 (7)割当先及び株式数 

  ①割当先  株式会社鈴加 

  ②株式数  30,000,000株 

 (8)上記各号については証券取引 

  法による届出の効力発生を条件 

  とする。

２ 第三者割当による新株予約権発

行

(1)名称 

   ニューディール株式会社第９ 

   回新株予約権 

 

(2)発行数 

   50,000個

(3)発行価額の総額 

   5,000,000円

(4)発行価格 

   １個につき金100円

(5)申込期間、払込期日及び割当 

   日 平成19年４月３日

(6)新株予約権の目的となる株式 

   の種類及び数 

   当社普通株式 50,000,000株

(7)新株予約権の行使時の払込金 

   額 

      各新株予約権の行使に際して 

   出資される財産の価額は、新 

   株予約権１個につき金22,000 

   円（１株につき金22円）であ 

   る。

(8)新株予約権の行使により株式 

     を発行する場合の株式の発行 

     価額の総額 

        金1,105,000,000円

(9)資本組入額

 新株予約権の行使により株式 

 を発行する場合における増加す 

 る資本金の額は、会社計算規則 

 第40条第１項に従い算出される 

 資本金等増加限度額の２分の１ 

 の金額とし、計算の結果１円未 

 満の端数が生じたときは、その 

 端数を切り上げるものとしま 

 す。

(10)割当先 

   株式会社カレッジインベスト 

   メント

（8） 決算期 6月30日 

（9） 役員構成  

   代表取締役  柴田敏一 

   取締役    向田尊洋 

      （当社代表取締役） 

   取締役    森雪 

   取締役    浅倉由香 

   取締役    松野史明 

   監査役    今泉長男 

（10）従業員数 8名 

（11） 当社との資本関係、人的関 

   係、取引関係 

  ① 資本関係 当社51％、 

   JAMERIC Inc.49％出資によ 

   り設立いたします。 

  ② 人的関係 当社の役員1名が 

   取締役を兼務いたします。 

  ③ 取引関係 現状においては 

   特にございません。 

３ 今後の見通し 

  当該子会社による平成19年6月 

 期当社グループ連結業績に与え 

 る影響は、売上高2,145百万円、 

 営業利益527百万円を予定してお 

 り、本日発表の決算短信の今期 

 業績予想におり込み済でありま 

 す。

           

(資本準備金の減少について) 

 平成18年７月25日開催の取締役会

において、平成17年９月26日に開催

を予定している第８回定時株主総会

に、資本準備金の減少について下記

のとおり付議することを決議いたし

ました。 

１ 資本準備金減少の目的 

  当社は会社法第448条１項の規 

 定に基づき、資本準備金の取り 

 崩しを行い、当期未処理損失の 

 填補を行うことを目的としてお 

 ります。 

２ 減少する資本準備金の額 

  資本準備金3,053,700,000円の 

 うち、3,053,700,000円全額を取 

 り崩します。なお、取り崩し後 

 の資本準備金の額は、０円とな 

 ります。 

３ 日程 

 （1）取締役会決議日 

   平成18年７月25日（火） 

 （2）株主総会決議日  

   平成18年９月26日（火）



前中間連結会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

 

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 

 

(2)業務提携の内容

 当社は風力発電設備の主要な

部品を調達し、日本再生エネル

ギー社へ納入。また、日本再生

エネルギー社が製造した風力発

電設備を当社が開拓した販路に

向けて販売いたします。

(3)日本再生エネルギー株式会社の

概要
①名称

日本再生エネルギー株
式会社

②主な事業内容

風力発電設備の開発・
製造

③設立年月日

平成５年７月２日

④本店所在地

東京都千代田区麹町２
－10－３

⑤代表者

高尾 昭典

⑥資本の額

12,730万円

⑦従業員数

７名

⑧大株主構成及び持株比率

株主名
所有 
株式数
（株）

シェア
（％）

事業者
との 
関係

高尾昭典 431 16.93
代 表 取
締役

㈱ブレー
ン

420 16.50
関 連 会
社

㈱泰光Ｅ
＆Ｃ

390 15.32
海 外 投
資

合計 1,241 48.75

⑨最近事業年度における業績の
動向

17年２月期

売上高 105百万円

経常損失 21百万円

当期純損失 22百万円

総資産 180百万円

⑩当社との関係

取引関係、人的関係ともに
ございません。

(11)新株予約権の行使期間 

   平成19年４月４日(水)から 

   平成20年４月３日(木)まで

(11)新株予約権の行使期間 

   平成19年４月４日(水)から 

   平成20年４月３日(木)まで

(12)上記各号については証券取引 

  法による届出の効力発生を条件 

  とする。

３ 発行理由及び調達資金の使途 

① 発行理由  

 事業の構築・拡大 

② 調達資金の使途 

 ホット・ヨガ事業における

店舗拡充資金、美術品買付資

金、セレブ・ファッション事業

の商品仕入資金及び新製品開発

資金

（3）効力発生日    

   平成18年９月26日（火） 

４ 減額の方法 

  取り崩す資本準備金の 

 3,053,700,000円は、当期未処理 

 損失の填補に振替える予定であ 

 ります。 

    

（事業の一部譲受けについて） 

  当社は、平成18年８月９日開 

 催の取締役会において、平成18 

 年８月16日をもってアートコム 

 株式会社のホット・ヨガ事業部 

 における営業店舗のうち関東3店 

 舗に係る資産等を譲り受けるこ 

 とを決議いたしました。

１ 事業譲受けの理由 

  当社は、「美しさを創造する」 

 をコンセプトに、基幹事業であ 

 るホット・ヨガ事業に注力して参 

 りました。現在、関東を中心にホ 

 ットヨガスタジオReU（リュウ） 

 ６店舗、ホットヨガサロンLUBIE 

 （ラビエ）12店舗を展開しており 

 、今後も未進出エリアへの店舗 

 開発を促進し、新規顧客の獲得に 

 より、さらなる業績拡大を目指し 

 ております。 

  また、当社は「日本最大のホッ 

 トヨガチェーン」の形成を最終目 

 的とし、新規店舗開発のみならず 

 、他社経営の既存店舗買収等も視 

 野に入れた拡大計画を策定してお 

 ります。その一環として、当初計 

 画通り東日本地区の店舗充実を目 

 的とし、西日本地区にて重点的に 

 営業展開されているアートコム株 

 式会社が所有するホットヨガスタ 

 ジオ・オー関東地区3店舗につき 

 、譲り受けの打診をしたところ、 

 アートコム株式会社も西日本エリ 

 アに経営資源を集中させたいとの 

 ことで、両社の思惑が一致したた 

 め、関東地区で展開しているホッ 

 トヨガスタジオ・オー3店舗を譲 

 り受けることとなりました。 

２ 事業譲受けの内容 

 (1) 譲受けの対象となるホットヨ 

  ガスタジオ・オー店舗（以下 

  、「対象店舗等」という。）



 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

 

 
 

 

 
 
 
 

４.訴訟の判決言い渡しについて

(1)経過報告

 当社は、下記(2)以下の通り

門脇建設株式会社 代表取締役

門脇豊明氏から、同社が所持す

る額面金２億5,000万円の約束

手形に当社の旧商号である「株

式会社リキッドオーディオジャ

パン代表取締役黒木正博」の裏

書があることから、平成16年９

月27日に２億5,000万円の支払

いを求める手形訴訟を提起さ

れ、平成16年11月５日に通常訴

訟手続に移行して審理されてい

ました。平成18年３月８日に東

京地方裁判所から原告の請求を

棄却するとの判決が言い渡さ

れ、当社全面勝訴となりまし

た。

(2)訴訟の原因及び提起に至った経

緯

 平成11年９月29日に株式会社

スーパーファクトリー（代表取

締役 黒木正博）が振り出した

約束手形２億5,000万円につ

き、「株式会社リキッドオーデ

ィオジャパン代表取締役 黒木

正博」の記載が裏書人欄にあ

り、平成16年８月12日の満期に

所持人が取り立てたところ、不

渡りとなった為、当社にその支

払いを求めたものであります。

(3)訴訟を提起した者
①名称

門脇建設株式会社  
代表取締役 門脇豊明

②所在地

八王子市散田町五丁目
30番10号

(4)訴訟の内容及び請求額
①訴訟の内容

約束手形金請求事件

②請求金額

金250,000,000円

 

 

 

店舗店 オープン 所在地

銀座店
平成17年

9月

東京都中央区銀座2-6-7

明治屋銀座ビル4F

池袋店
平成17年

9月

東京都豊島区東池袋1-

6-4 伊藤ビル7F

新宿南口

店

平成17年

12月

東京都渋谷区代々木2-

7-8 東京南新宿ビルデ

ィング1F

(2) 譲受け対象店舗の業績 

   アートコム株式会社平成18年４ 

 月期（平成17年５月１日～平成18 

 年４月30日）における譲受け対象 

 店舗の損益状況は次のとおりであ 

 ります。

科目 金額（百万円）

売上高 169.7

営業利益 19.8

 ※上記数値は、店舗損益の単純 

  合計であり、本部経費付加調整 

  前の業績であります。 

(3) 譲受け対象店舗等の資産、負債 

  の項目 

  譲受ける資産は、対象店舗の有 

  形固定資産、敷金・保証金、棚 

  卸資産・商品在庫等とし、負債 

  の譲受けは行いません。 

(4) 譲受け価額及び決済方法 

  ① 譲受け価額   

  ２億3000万円を予定しておりま 

  す。 

  ② 決済方法は平成18年８月16日 

   に譲受け、その代金は現金で 

   決済いたします。 

        



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末 

(平成17年12月31日)

当中間会計期間末 

(平成18年12月31日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)
 

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 ※2 348,553 89,629 55,549

２ 売掛金 1,466,582 819,059 3,258,980

３ たな卸資産 2,176,683 3,546,987 3,212,138

４ 前渡金 1,805,549 612,860 355,899

５ 未収入金 1,053,051 ― 98,662

６ 短期貸付金 964,839 1,325,630 818,630

７ その他 ※4 107,338 390,157 327,805

 貸倒引当金 △388,153 △685,854 △760,046

流動資産合計 7,534,445 90.7 6,098,471 70.8 7,367,621 78.9

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産 ※1

 (1) 建物及び構築物 ― 935,774 701,969

 (2) その他 ― 60,006 828,989

  有形固定資産 

  合計
376,185 995,781 1,530,959

２ 無形固定資産 16,521 92,278 46,266

３ 投資その他の資産

(1) 投資有価証券 13,208 ― 13,208

(2) 関係会社株式 50,000 ― 112,420

(3) 敷金保証金 214,009 412,026 227,373

(4) 投資土地 ― 703,672 ―

(5) その他 100,240 711,050 45,458

貸倒引当金 ― △398,363 ―

投資その他の資産

合計
377,458 1,428,385 398,461

固定資産合計 770,165 9.3 2,516,445 29.2 1,975,687 21.1

資産合計 8,304,611 100.0 8,614,916 100.0 9,343,309 100.0



 
  

前中間会計期間末 

(平成17年12月31日)

当中間会計期間末 

(平成18年12月31日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 買掛金 952,221 17,759 92,782

２ 未払金 173,457 ― 141,192

３ 未払費用 476 ― 1,380

４ 新株引受権 8,500 ― ―

５ 預り金 8,340 ― 13,188

６ 未払法人税等 13,023 ― 72,955

７ その他 11,852 274,886 16,976

流動負債合計 1,167,872 14.1 292,645 3.4 338,474 3.6

負債合計 1,167,872 14.1 292,645 3.4 338,474 3.6

(資本の部)

Ⅰ 資本金 8,528,800 102.7 ― ― ― ―

Ⅱ 資本剰余金

１ 資本準備金 2,126,850 ― ―

資本剰余金合計 2,126,850 25.6 ― ― ― ―

Ⅲ 利益剰余金

１ 中間未処理損失 3,518,910 ― ―

利益剰余金合計 △3,518,910 △42.4 ― ― ― ―

Ⅳ 自己株式 0 △0.0 ― ― ― ―

資本合計 7,136,739 85.9 ― ― ― ―

負債・資本合計 8,304,611 100.0 ― ― ― ―



 
  

前中間会計期間末 

(平成17年12月31日)

当中間会計期間末 

(平成18年12月31日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 9,455,650 109.8 9,455,650 101.2

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― ― 3,053,700

   資本剰余金合計 ― ― ― ― 3,053,700 32.7

 ３ 利益剰余金

    繰越利益剰余金 ― △1,143,179 △3,509,315

   利益剰余金合計 ― ― △1,143,179 △13.3 △3,509,315 △37.6

 ４ 自己株式 ― ― △0 △0.0 △0 △0.0

   株主資本合計 ― ― 8,312,470 96.5 9,000,034 96.3

Ⅱ 新株予約権 ― ― 9,800 0.1 4,800 0.1

   純資産合計 ― ― 8,322,270 96.6 9,004,834 96.4

   負債純資産合計 ― ― 8,614,916 100.0 9,343,309 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間

(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年７月１日
 至 平成18年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 1,445,014 100.0 933,135 100.0 4,279,318 100.0

Ⅱ 売上原価 1,078,833 74.7 228,716 24.5 2,641,006 61.7

売上総利益 366,181 25.3 704,419 75.5 1,638,311 38.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※5 700,276 48.5 1,076,755 115.4 1,608,256 37.6

営業利益又は 
営業損失(△)

△334,095 △23.1 △372,336 △39.9 30,054 0.7

Ⅳ 営業外収益 ※1 4,920 0.3 43,927 4.7 19,275 0.5

Ⅴ 営業外費用 ※5 103,501 7.2 27,688 3.0 122,833 2.8

経常損失 432,675 △29.9 356,097 △38.2 73,503 △1.7

Ⅵ 特別利益 ※3 8,945 0.6 23,614 2.5 10,631 0.2

Ⅶ 特別損失
※4 
※6

494,381 34.2 347,786 37.3 792,533 18.5

税引前 
中間(当期)純損失

918,110 △63.5 680,269 △72.9 855,405 △20.0

法人税、住民税 
及び事業税

1,835 0.1 7,294 0.8 54,945 1.3

中間(当期)純損失 919,945 △63.6 687,563 △73.7 910,350 △21.3

前期繰越損失 2,598,964 ― ―

中間未処理損失 3,518,910 ― ―



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年６月30日残高(千円) 9,455,650 3,053,700 3,053,700

中間会計期間中の変動額

 欠損填補 ― △3,053,700 △3,053,700

 中間純損失 ― ― ―

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

― ― ―

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

― △3,053,700 △3,053,700

平成18年12月31日残高(千円) 9,455,650 ― ―

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年６月30日残高(千円) △3,509,315 △3,509,315 △0 9,000,034

中間会計期間中の変動額

 欠損填補 3,053,700 3,053,700 ― ―

 中間純損失 △687,563 △687,563 ― △687,563

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

2,366,137 2,366,136 ― △687,563

平成18年12月31日残高(千円) △1,143,179 △1,143,179 △0 8,312,470

新株予約権 純資産合計

平成18年６月30日残高(千円) 4,800 9,004,834

中間会計期間中の変動額

 欠損填補 ― ―

 中間純損失 ― △687,563

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

5,000 5,000

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

5,000 △682,563

平成18年12月31日残高(千円) 9,800 8,322,270



前事業年度の要約株主資本等変動計算書(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成17年６月30日残高(千円) 6,401,950 4,752,553 4,752,553

事業年度中の変動額

 新株の発行 3,053,700 3,053,700 3,053,700

 欠損填補 ― △4,752,553 △4,752,553

 自己株式の取得 ― ― ―

 当期純損失 ― ― ―

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

― ― ―

事業年度中の変動額合計(千円) 3,053,700 △1,698,853 △1,698,853

平成18年６月30日残高(千円) 9,455,650 3,053,700 3,053,700

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年６月30日残高(千円) △7,351,518 △7,351,518 ― 3,802,985

事業年度中の変動額

 新株の発行 ― ― ― 6,107,400

 欠損填補 4,752,553 4,752,553 ― ―

 自己株式の取得 ― ― △0 △0

 当期純損失 △910,350 △910,350 ― △910,350

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(千円) 3,842,203 3,842,203 △0 5,197,050

平成18年６月30日残高(千円) △3,509,315 △3,509,315 △0 9,000,034

新株予約権 純資産合計

平成18年６月30日残高(千円) 12,000 3,814,985

事業年度中の変動額

 新株の発行 ― 6,107,400

 欠損填補 ― ―

 自己株式の取得 ― △0

 当期純損失 ― △910,350

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△7,200 △7,200

事業年度中の変動額合計(千円) △7,200 5,189,849

平成18年６月30日残高(千円) 4,800 9,004,834



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  
前中間会計期間

(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当社は、当中間会計期間において

営業損失334百万円が発生しており

ます。また、営業キャッシュ・フロ

ー面においても当中間会計期間も△

3,452百万円となり、継続的にキャ

ッシュ・フローのマイナスが続いて

おります。これにより、当社は継続

企業の前提に関する重要な疑義が存

在しております。

当期は、前々期（平成16年６月

期）から開始しました新規事業の事

業定着につとめ、前述の中期３カ年

計画最終年度であることを踏まえた

黒字定着の年度と考えております。

事業基盤の強化を図るために実施し

た平成15年２月14日第１回新株予約

権ならびに平成15年５月16日第２回

新株予約権および平成16年３月30日

第３回新株予約権、平成17年10月１

日第５回新株予約権はその全ての権

利行使を終えました。

また、平成17年６月16日第４回新

株予約権ならびに平成17年11月８日

第６回新株予約権の払い込みが完了

し、第４回新株予約権は既に50％強

が行使された結果、資本の充実が講

じられ、絵画事業、ホットヨガ事業

とも、当社の基幹事業として確立し

ております。また、当第３四半期か

ら事業開始する不動産事業も当社の

基幹事業とすべく具体的な経営計画

を着実に実施しております。

中間財務諸表は継続企業を前提と

して作成されており、このような重

要な疑義の影響を中間財務諸表には

反映しておりません。

 当社は、当中間会計期間において

も継続して営業損失372,336千円を

計上しております。また、当中間会

計期間において687,563千円と多額

の中間純損失を計上しております。

これにより、当社は継続企業の前提

に関する重要な疑義が存在しており

ます。 

 当中間会計期間は、第２次中期３

ヵ年計画「プロジェクト10Ｂ」の初

年度に当たり、純利益黒字化と同時

に累損解消の年度と考えておりま

す。具体的には、「ホット・ヨガ事

業」は、西日本地区はホットヨガス

タジオＯ（オー）16店舗の譲受けを

始めとし、東日本のホットヨガサロ

ンラビエ４店舗の新設等から売上拡

大を見込んでおります。「リアル・

エステイト事業」は、手持物件の早

期売却により売上および営業利益の

拡大を見込んでおります。 

 資金面では、「ホット・ヨガ事

業」の売上が順調に推移しているほ

か、平成19年３月には、第１回転換

社債型新株予約権付社債の払込み

690百万円、平成19年４月以降には

第三者割当による新株式の発行の実

施にて660百万円及び第９回新株予

約権の払込及び権利行使の実施にて

1,105百万円を予定していることか

ら、新規事業を含めた運転資金なら

びに設備資金は十分確保されており

ます。

 中間財務諸表は、継続企業を前提

として作成されており、このような

重要な疑義の影響を中間財務諸表に

は反映しておりません。

 当社は、当事業年度に910,350千

円と多額の当期純損失を計上してお

ります。また、営業活動によるキャ

ッシュ・フロー面においても、△

4,268,430千円となり前期に引続

き、継続的に営業活動によるキャッ

シュ・フローのマイナスが続いてお

ります。これにより、当社は継続企

業の前提に関する重要な疑義が存在

しております。 

 当事業年度は、平成16年６月期か

ら実施の中期３ヵ年計画最終年度で

あることを踏まえ、黒字定着の年度

と考え努力してまいりました。事業

の選択と集中を行った結果、基幹事

業としての「アート・ライフ事業」

および「ホット・ヨガ事業」新規事

業としての「リアル・エステイト事

業」も、概ね順調に推移し、営業利

益黒字化には貢献いたしましたが、

経常利益は赤字となりました。

 また、事業基盤の強化を図るため

に実施した平成17年９月13日第５回

新株予約権の権利行使を終えまし

た。また、平成18年６月８日第７回

新株予約権も予約権の振り込みが完

了しております。資金面では、ホッ

ト・ヨガ事業の売上が順調に推移し

ている他、土地売却代金10億円が18

年７月上旬回収になったことおよび

絵画売掛金の回収８億円が平成18年

９月にあることから、新規事業を含

めた運転資金ならびに設備資金は十

分確保されております。

 当社は当該状況を鑑み、財務体質

の更なる改善と、安定的な黒字化、

累積赤字の解消、株主の皆様への配

当を行うべく、第２次中期３ヵ年計

画「プロジェクト10Ｂ」を設定いた

しました。当該「プロジェクト10

Ｂ」では、連結売上100億円、経常

利益10％を目標に掲げ、現在の収益

基盤事業の更なる拡充、「美しさを

創造する」という企業コンセプトに

基づいた新規事業の導入、「戦える

軍団」としての企業体質への転換を

目指してまいります。そのため、各

事業ごとに担当役員を選任し、売上

と利益を確保することを最重要課題

とし、社員一人一人にもその意識を

徹底させてまいります。



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 具体的には、アート・ライフ事業

部については、平成18年７月15日に

「上海茂名画廊」をオープンさせ、

中国の富裕層に対して販売を伸ばし

ていくほか、世界的に有名なオーク

ションへ定期的に出品し、安定した

売上を確保してまいります。リア

ル・エステイト事業においては、不

動産の有効活用を推進し、収益物件

の取得により更に安定した収益を確

保いたします。 

 ホット・ヨガ事業について、質量

ともに「日本最大のホットヨガチェ

ーン」を目指し、買収も視野に入れ

た新規店舗の出店、更なるサービス

内容の充実を図ってまいります。平

成18年８月には吉祥寺、春日部への

出店をはじめ、北関東、東北、北海

道に出店してまいります。平成18年

７月には会員向けのコミュニケーシ

ョンツールとして季刊情報誌「O!

LUBIE（オー！ラビエ）」を創刊い

たしました。 

 当財務諸表は継続企業を前提とし

て作成されており、このような重要

な疑義の影響を財務諸表には反映し

ておりません。



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

①子会社株式

移動平均法による原価法

②その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

①子会社株式及び関連会社株式

同左

②その他有価証券

時価のないもの

同左

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

①子会社株式及び関連会社株式

同左

②その他有価証券

時価のないもの

同左

 (2) たな卸資産の評価基準及び評 

   価方法

商品

  個別法による原価法

 (2) たな卸資産の評価基準及び評 

   価方法

商品

 絵画及び販売用不動産

  個別法による原価法

 上記以外の商品

  移動平均法による原価法

 (2) たな卸資産の評価基準及び評 

   価方法

商品

 絵画及び販売用不動産

同左

 上記以外の商品

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

定率法を採用しております。

耐用年数は以下の年数を採用

しております。

建物及び構築物……10～15年

工具、器具及び備品……

         ５～６年

車両及び運搬具……３年

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

       同左

建物及び構築物……８～15年

工具、器具及び備品……

            ３～15年

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

       同左

建物及び構築物……10～15年

工具、器具及び備品……

            ３～15年

車両及び運搬具……３年

 (2) 無形固定資産

①ソフトウェア(自社利用分)

社内における利用可能期間

(５年間)に基づく定額法によ

っております。

 (2) 無形固定資産

①ソフトウェア(自社利用分)

同左

 (2) 無形固定資産

①ソフトウェア(自社利用分)

同左

  ②コンテンツ使用許諾料

   契約期間(20年間)に基づく定

額法によっております。

②コンテンツ使用許諾料

―

②コンテンツ使用許諾料

―

  ③商標権

―

  ③商標権

   有効使用期間(10年間)に基づ

く定額法によっております。

  ③商標権

       同左

  ④のれん

―

  ④のれん

   ５年間で均等償却を行ってお

ります。

  ④のれん

―

 (3) 長期前払費用

社内における利用可能期間

(５年間)に基づく定額法に

よっております。

 (3) 長期前払費用

社内における利用可能期間

(３～５年間)に基づく定額法

によっております。

 (3) 長期前払費用

       同左



 

  

会計処理の変更 

  

前中間会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

 (4)          ―― 
   

 (4) 投資建物
    定額法を採用しており、耐用年
   数は４年であります。

(4)          ―― 
   

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については、個別

に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

同左

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

同左

４ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。

４ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

 同左

４ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

消費税等の会計処理

 同左

前中間会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準委員会

平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第６号）が平成17年４月１日

以降開始する事業年度に係る財務諸

表から適用されることになったこと

に伴い、当中間会計期間から同会計

基準及び適用指針によっておりま

す。 

 これにより、税引前中間純損失が

181,606千円増加しております。な

お、減損損失累計額については、改

正後の中間財務諸表等規則に基づ

き、当該各資産の金額から直接控除

しております。

―― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号）を適

用しております。 

 これにより、税引前当期純損失が

292,984千円増加しております。な

お、減損損失累計額については、改

正後の財務諸表規則に基づき、当該

各資産の金額から直接控除しており

ます。  

          



 
         

前中間会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

 （貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

 従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は8,312,470千円でありま

す。   

 なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間財務諸表は、改正後の中間財務諸

表等規則により作成しております。

 

  

（自己株式及び準備金等の額の減少 

 等に関する会計基準一部改正） 

 当中間会計期間より、改正後の

「自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準」（企業会計基準

委員会 最終改正平成17年12月27日

企業会計基準第１号）及び「自己株

式及び準備金の額の減少等に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 最終改正平成17年12月27

日 企業会計基準適用指針第２号）

を適用しております。これによる損

益に与える影響はありません。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正

に伴う中間貸借対照表の表示に関す

る変更は以下のとおりであります。 

 前中間会計期間において資本に対

する控除項目として「資本の部」の

末尾に表示にておりました「自己株

式」は、当中間会計期間より「株主

資本」に対する控除項目として、

「株主資本」の末尾に表示しており

ます。

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

 従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は9,000,034千円でありま

す。 

  なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表

の「純資産の部」については、改正

後の財務諸表等規則により作成して

おります。          

（自己株式及び準備金等の額の減少 

 等に関する会計基準一部改正） 

 当事業年度より、改正後の「自己

株式及び準備金の額の減少等に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会

最終改正平成17年12月27日 企業会

計基準第１号）及び「自己株式及び

準備金の額の減少等に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準委員

会 最終改正平成17年12月27日 企

業会計基準適用指針第２号）を適用

しております。これによる損益に与

える影響はありません。      

なお、財務諸表等規則の改正に伴う

貸借対照表の表示に関する変更は以

下のとおりであります。 

 前事業年度において資本に対する

控除項目として「資本の部」の末尾

に表示にておりました「自己株式」

は、当会計期間より「株主資本」に

対する控除項目として、「株主資

本」の末尾に表示しております。



表示方法の変更 

  

 
  

          

前中間会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

(中間貸借対照表関係)

前中間会計期間において流動資産の「その他」に表示

しておりました「未収入金」（前中間会計期間3,646千

円）については、資産総額の100分の５超となったた

め、当中間会計期間より区分掲記しております。

(中間貸借対照表関係)

１ 前中間会計期間において独立科目で掲記していた

「未収入金」（当中間会計期間末141,771千円）につ

いては、資産総額の100分の５以下となったため、流

動資産の「その他」に含めて表示しております。

２ 前中間会計期間において有形固定資産として一括掲

記しておりました「建物及び構築物」（前中間会計

期間末360,512千円）については、資産総額の100分

の５を超えたため、当中間会計期間より区分掲記 

しております。

３「投資有価証券」（当中間会計期間末13,208千円） 

、「関係会社株式」（当中間会計期間末172,720千

円）については、資産総額の100分の５以下となった

ため、投資その他の資産の「その他」に含めて表示し

ております。

４ 「未払金」（当中間会計期間末38,216千円）、「未

払費用」（当中間会計期間末18,974千円）、「預り

金」（当中間会計期間末10,377千円）「未払法人税

等」（当中間会計期間末66,088千円）については、

負債純資産合計の100分の５以下となったため、流動

負債の「その他」に含めて表示しております。



追加情報 

  
前中間会計期間

(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

―― (訴訟の経過について) 

１．経過報告 

 当社は、下記２．以下の通り又来

渉氏から、平成17年３月15日付（当

社への訴状到達は平成17年４月１

日）で金１億円及びこれに対する平

成14年11月１日から支払済みまで年

６分の割合による遅延損害金を求め

る株式代金返還請求事件を提起され

ました。当社には、原告との間で下

記２．記載の株式取引を行った事実

及び上記代金を受け取った事実はな

く、事実関係を含め、審理されてお

りました。その後平成19年２月28日

に、東京地方裁判所から原告の請求

を棄却するとの判決が言い渡され当

社全面勝訴となりましたが、平成19

年３月14日付で東京高等裁判所に対

し、控訴提起されたことが確認され

ました。

２．訴訟の原因及び提起に至った 

  経緯 

 原告（又来 渉氏）は、平成13年

９月12日に、当社の旧商号である株

式会社リキッド・オーディオジャパ

ンが同年９月27日に発行した第２回

2006年満期ユーロ円建転換社債（以

下「本件社債」という。）の株式購

入代金（2,000株分）として金１億

円を訴外株式会社スーパー・ステー

ジに振込送金する方法で被告（当

社）に支払ったが、本件社債が株式

に転換されたにもかかわらず、株式

2,000株を引き渡さず、株式代金も

返還しないので、当社にその支払い

を求めたものであります。

３．訴訟を提起した者（原告） 

（１）氏名 又来 渉氏 

（２）住所 東京都港区六本木４ 

      丁目１番16－307号

４．訴訟の内容及び請求額 

（１）訴訟の内容  

   株式代金返還請求事件 

（２）請求金額   

   金100,000,000円及びこれに 

   対する平成14年11月１日か 

   ら支払済みまで年６分の割 

   合による遅延損害金。

(業務提携の解消について) 

 平成16年８月19日に締結いたしま

した株式会社ビジネスアイとの業務

提携につきましては、平成17年8月

18日に契約期間が満了となりました

ので解消いたしました。 

当初、株式会社ビジネスアイが製造

販売する「養蜂堂」ブランドの健康

食品につき、販売支援を行ってきま

したが、当社独自の販売チャネルの

獲得に難航した結果、事業採算性の

観点から契約を解消いたしました。 

         

(判決言い渡し及び確定について) 

１．経過報告 

 当社は、下記２．以下の通り門脇

建設株式会社 代表取締役 門脇豊

明氏から、同社が所持する額面金２

億5,000万円の約束手形に当社の旧

商号である「株式会社リキッドオー

ディオジャパン代表取締役黒木正

博」の裏書があることから、平成16

年９月27日に２億5,000万円の支払

いを求める手形訴訟を提起され、平

成16年11月５日に通常訴訟手続きに

移行して審理され、平成18年３月８

日、東京地方裁判所から原告の請求

を棄却するとの判決が言い渡され当

社全面勝訴となりました。その後、

控訴期限の平成18年３月23日までに

原告の控訴がなく、上記判決が確定

いたしました。 

２．訴訟の原因及び提起に至った経

緯 

 平成11年９月29日に株式会社スー

パーファクトリー（代表取締役 黒

木正博）が振り出した約束手形２億

5,000万円につき、「株式会社リキ

ッドオーディオジャパン代表取締役

黒木正博」の記載が裏書人欄にあ

り、平成16年８月12日の満期に所持

人が取り立てたところ、不渡りとな

った為、当社にその支払いを求めた

ものであります。 

        

３．訴訟を提起した者 

 ①名称 門脇建設株式会社 

     代表取締役 門脇豊明 

 ②所在地  

          八王子市散田町五丁目 

          30番10号



前中間会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

５．今後の見通し 

 本件については、原告又来 渉氏

の控訴を受け、高等裁判所において

審理されます。当社は原告の請求を

棄却した第一審判決の判断が相当で

あると主張して争います。

４．訴訟の内容及び請求額 

 ①訴訟の内容  

          約束手形金請求事件 

 ②請求金額   

          金250,000,000円 

                 

（第三者割当による新株予約権発行

に関して）  

 平成18年６月８日開催の取締役会

において、下記のとおり株主以外の

者に対し第７回新株予約権を、平成

18年６月26日付で発行いたしまし

た。 

       

１． 新株予約権を発行する理由 

 将来の新株予約権行使により調達

した資金を用い、既存事業の拡大を

目的とし、特定の第三者に対して新

株予約権を発行しようとするもので

あります。 

      

２． 新株予約権の発行要領 

（１）新株予約権の名称  

      ニューディール株式会社 

      第７回新株予約権 

（２）新株予約権の目的たる株式 

      の種類及び数 

  ①株式の種類及び数  

       当社普通株式30,000,000株 

   （新株予約権１個につき 

        1,000株）

    ②株式の数の調整 

    当社が当社普通株式につき 

       株式分割（当社普通株式の 

       無償割当てを含む。）また 

       は株式併合を行う場合に 

       は、各新株予約権の目的た 

       る株式の数は次の算式によ 

    り調整されるものとし調整 

       の結果生じる１株未満の端 

       数は切り捨てます。 

 

調整後株式数
＝調整前株式数×分割・併合の比率 



前中間会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

 

（７）新株予約権の割当を受ける 

      者及び割り当てる新株予約 

      権の数 

  ①割当先   

  （住 所） 東京都中央区八丁堀 

             3-4-12京丸ビル1階 

  （社 名） ニュークエスト第１ 

             号投資事業組合 

  （代表者） 藤谷 靖雄 

  （事業内容)投資業 

 ②割り当てる新株予約権の数  

   30,000個 

（８）新株予約権の申込期間 

    平成18年６月26日 

（９）新株予約権の払込期日及び 

      割当日  

  平成18年６月26日 

（10）各新株予約権の行使に際し 

      て出資される財産の価額 

     （以下「行使価額」とい 

       う。） 

 ①行使価額 １個につき45,000円 

             (１株につき45円) 

  ②行使価額の調整 

  行使価額は、当社が時価を下回 

    る払込金額で新株式を発行する 

    場合は、次の算式により調整さ 

    れます。尚、次の算式において 

   「既発行株式数」には、当社が 

    自己株式とし保有する当社普通 

    株式の数は含まないものとし、 

    当社が時価を下回る払込金額で 

    新株式を発行し、又は自己株式 

    を処分する場合には、「新発行 

    株式数」には当該発行又は処分 

    される株式数を含むものとしま 

    す。但し、円単位未満小数は切 

    り捨てます。

既発行

株式数
＋

新発行株式数×１株

あたり払込金額

調 整 後

＝

調 整 前

×

１株あたり時価

行使価

額

行使価

額
既発行株式数＋新発行株式数

   尚、行使価額は、株式の分割 

  （当社普通株式の無償割当てを 

  含む。）または株式併合の場 

  合、時価を下回る払い込み価額 

  で自己株式を処分する場合、株 

  式に転換できる証券を発行する 

  場合、又は新株予約権若しくは 

  新株予約権を付与された証券の 

  発行が行われる場合にも当社が



前中間会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

  必要と認める調整を行います。

（11）新株予約権の行使に際して出 

   資される財産の価額の総額 

   1,350,000,000円

（12）新株予約権の払込金額及びそ 

   の行使に際して出資される財 

   産の価額の算定理由 

     現在の東京証券取引所マザ 

   ーズ市場における当社の株価 

   推移を総合的に勘案し、各新 

   株予約権の払込価額は、上記 

   (4)のとおりとしました。さ 

   らに、新株予約権の行使に際 

   して出資される財産の価額に 

      ついては、平成18年５月１日 

      から平成18年６月７日までの 

      25営業日の東京証券取引所に 

      おける当社普通株式の終値の 

      平均42.56円の105.73％の１ 

      株当たり45円としました。

（13）新株予約権の行使により株式 

      を発行する場合における増加 

      する資本金および資本準備金 

      に関する事項  

    ①新株予約権の行使により株式 

      を発行する場合における増加 

      する資本金の額は、会社計算 

      規則第40条第１項に従い算出 

      される資本金等増加限度額の 

      ２分の１の金額とし、計算の 

      結果１円未満の端数が生じた 

      ときは、その端数を切り上げ 

      るものとします。 

   ②新株予約権の行使により株式 

      を発行する場合において増加 

      する資本準備金の額は、上記 

   ①記載の資本金等増加限度額 

   から①に定める増加する資本 

   金の額を減じた額とします。

（14）新株予約権の行使期間 

    平成18年６月27日より平成19 

      年６月26日とします。

（15）新株予約権の行使条件 

    各新株予約権の行使に当たっ 

      ては、一部行使はできないも 

      のとします。

（16）新株予約権の取得の事由およ 

      び条件 

        当社が吸収合併による消滅 

      並びに株式交換又は株式移転 

      により他の会社の完全子会社



前中間会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

      となることを、当社の株主総 

      会で決議した場合、取締役会 

      が別途定める日に、当社は、 

      未行使の新株予約権の全部を 

      無償にて取得することができ 

      ます。

（17）譲渡制限 

     本新株予約権の譲渡につい 

      ては、取締役会の承認を受け 

      なければこれをすることがで 

      きないものとします。 

（18）新株予約権の行使請求受付場 

      所 

    当社管理本部 

（19）新株予約権の行使に際して払 

      込を取り扱う銀行およびその 

      取扱の場所 

    株式会社三井住友銀行  

       新橋支店 

（20）新株予約権証券の発行 

  ①新株予約権証券は、新株予約 

      権者の請求があるときに限り 

      、当社はこれを発行します。 

      但し、発行する新株予約権証 

      券は、記名式に限るものとし 

      ます。 

  ②新株予約権者は、新株予約権 

      証券につき、記名式の新株予 

      約権証券を無記名式とするこ 

      とを、会社に対して請求する 

      ことはできません。

（21）会社法その他の法律の改正等 

      、本要項規定中読み替えその 

      他の措置が必要となる場合に 

      は当社は必要な措置を講じま 

      す。 

（22）前記各号については、証券取 

      引法に基づく届出の効力発生 

      を条件とします。

３． 新株予約権発行の日程

平成18年６月８日

(木)
新株予約権発行決議

平成18年６月８日

(木)
有価証券届出書提出

平成18年６月24日

(土)
有価証券届出書効力発生

平成18年６月26日

(月)

新株予約権払込期日・新

株予約権発行日

平成18年６月27日

(火)
新株予約権行使開始日



 
      
  

前中間会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

 

４． 新株予約権行使後の発行済株 

   式総数の推移

現在の発行済株式総数 186,654,900株

ストックオプション未行使分

(発行日：平成15年11月27日)
1,396,000株

第４回新株予約権未行使分 18,000,000株

第７回新株予約権未行使分 30,000,000株

新株予約権行使後の発行済株

式総数
236,050,900株

  ※ 第５回新株予約権は全部行 

       使完了済 

  ※ 第６回新株予約権は全部買 

       い戻し償却済 

５． 新株予約権発行の理由及び資 

     金の使途等 

 (1) 新株予約権発行の理由  

      事業の構築・拡大 

 (2) 増資調達資金の使途 

    ホット・ヨガ事業における店 

      舗拡充資金、年末の海外大型 

      オークションに向けた絵画買 

      付資金 

 (3) 業績に与える見通し 

    現段階では未定ですが、詳細 

      が判明次第発表いたします。

 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
(中間損益計算書関係) 

  

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末

(平成17年12月31日) (平成18年12月31日) (平成18年６月30日)

※1.有形固定資産の 
  減価償却累計額

51,432千円
※1.有形固定資産の
  減価償却累計額

169,877千円
※1.有形固定資産の 
  減価償却累計額

100,519千円

―
※2.外貨建資産及び負債 ※2.外貨建資産及び負債

科  目 外 貨 額

中 間

科  目 外 貨 額

中 間

貸借対照表 貸借対照表

計上額 計上額

現金及び
預金

0千US$ 9千円
現金及び
預金

0千US$ 9千円

― ―

―  3.手形割引高及び裏書譲渡高 ―

受取手形割引高 35,970千円

受取手形裏書譲

渡高
26,400千円

※4.消費税等の取扱い ※4.消費税等の取扱い         ―

  仮払消費税等及び仮受消費税等
  は相殺の上、流動資産の「その 
  他」に表示しております。

同左

前中間会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 1,858千円

業務受託収入 1,800千円

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 6,803千円

不動産賃貸収入 24,000千円

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 7,274千円

業務受託収入 9,189千円

※２ 営業外費用の主要項目

保証金償却費 6,487千円

新株発行費 94,698千円

貸倒引当金 
繰入額 2,190千円

 

※２ 営業外費用の主要項目

保証金償却費 12,724千円

減価償却費 12,838千円
 

※２ 営業外費用の主要項目

新株発行費 101,126千円

保証金償却費 10,971千円

 

※３ 特別利益の主要項目

固定資産売却益 8,945千円

 

※３ 特別利益の主要項目

貸倒引当金戻入
益

23,614千円

※３ 特別利益の主要項目

固定資産売却益 7,631千円

新株予約権戻入
益

3,000千円

 

※４ 特別損失の主要項目

減損損失 181,606千円

貸倒引当金 
繰入額

291,605千円  

※４ 特別損失の主要項目

貸倒引当金
繰入額

347,786千円

※４ 特別損失の主要項目

固定資産減損 
損失

292,984千円

貸倒引当金
繰入額

456,799千円

 

※５ 減価償却実施額

有形固定資産 16,903千円

無形固定資産 1,974千円

※５ 減価償却実施額

有形固定資産 69,357千円

無形固定資産 10,395千円

投資建物 12,838千円
 

※５ 減価償却実施額

有形固定資産 66,614千円

無形固定資産 4,461千円



前中間会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

 

 ※６ 減損損失 

  当中間会計期間において当社は 

 以下の資産について減損損失を計 

 上しております。

場所 用途 種類 金額(千円)

本社
その他事業
(ドレッシー
ネット事業)

ソフトウ
ェア 28,733

本社

その他事業
(携帯電話コ
ンテンツ事
業)

営業権 36,943

本社

その他事業
(携帯電話コ
ンテンツ事
業)

コンテン
ツ使用許
諾料

29,142

本社 遊休資産 ソフトウ
ェア

86,786

当社グループは、事業の種類別に

絵画事業、ホットヨガ事業、CD・

DVD販売事業、アミューズメント事

業及びその他事業にグルーピングし

ております。  

 グルーピングの単位である各事業

において、その他事業のうちドレッ

シーネット事業は、前事業年度まで

の過去２年間赤字であり、当事業年

度も黒字化が達成できず、今後も黒

字化の見通しが立たなくなったた

め、これらの事業に使用しているソ

フトウェアの帳簿価額を回収可能価

額まで減額しております。また、携

帯電話コンテンツ事業は新規プロバ

イダーの開拓に注力しているもの

の、エムピオンアジア社との独占契

約の解除もあり当初予定のダウンロ

ード件数の確保に時間を要するため

遊休資産の認定を行っております。 

 営業権、コンテンツ使用許諾料に

ついて同様の処理をし、当該減少額 

(181,606千円) を減損損失として特

別損失に計上しております。   

 当中間会計期間の減損損失の測定

に使用した回収可能価額は正味売却

可能価額及び使用価値であります。

正味売却可能価額については、売却

可能価額により算定しており、使用

価値については、将来のキャッシ

ュ・フローを５%で割り引いて算定

しております。

――

 

 ※６ 減損損失 

  当事業年度において当社は以下 

 の資産について減損損失を計上し 

 ております。

場所 用途 種類
金額 

(千円)

本社

その他事業
ソフト 

ウェア
28,733（ドレッシー 

ネット事業)

本社

その他事業

営業権 36,943（携帯電話コン 

テンツ事業）

本社

その他事業
コンテ 

ンツ
29,142

（携帯電話コン 

テンツ事業）

使用 

許諾料

本社 遊休資産
ソフト 

ウェア
86,786

本社

 その他事業
長期前払

費用
111,378（ウインド・ 

パワー)

 当社は、事業の種類別にアート・

ライフ事業、ホット・ヨガ事業、映

像DVD販売事業、アミューズメント

事業及びその他事業にグルーピング

しております。 

 グルーピングの単位である各事業

において、その他事業のうちドレッ

シーネット事業およびウインド・パ

ワー事業の東海大方式に関わる特許

権使用料については、前事業年度ま

での過去２年間赤字であり、当連結

会計年度も黒字化が達成できず、今

後も黒字化の見通しが立たなくなっ

たため、これらの事業に使用してい

るソフトウェア及び長期前払費用の

帳簿価額を回収可能価額まで減額し

ております。

 また、携帯電話コンテンツ事業は

新規プロバイダーの開拓に注力して

いるものの、エムピオンアジア社と

の独占契約の解除もあり当初予定の

ダウンロード件数の確保に時間を要

するため遊休資産の認定を行った上

記ソフトウェアの他、営業権、コン

テンツ使用許諾料について同様の処

理をし、当該減少額 (292,984千円) 

を減損損失として特別損失に計上し

ております。

  当事業年度の減損損失の測定に使

用した回収可能価額は正味売却可能

価額及び使用価値であります。正味

売却可能価額については、売却可能

価額により算定しており、使用価値

については、将来のキャッシュ・フ

ローを５%で割り引いて算定してお

ります。



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間(自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日) 

１ 自己株式に関する事項 

   
  

前事業年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

１ 自己株式に関する事項 

 
 (注) 増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加    3株 

          

(リース取引関係) 

 該当事項はありません。 

      
     

(有価証券関係) 

前中間会計期間（平成17年12月31日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（平成18年12月31日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

  

前事業年度（平成18年６月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

株式の種類
前事業年度末 
株式数(株)

当中間会計期間
増加株式数(株)

当中間会計期間
減少株式数(株)

当中間会計期間末 
株式数(株)

普通株式 3 ― ― 3

株式の種類
前事業年度末 
株式数(株)

当事業年度
増加株式数(株)

当事業年度
減少株式数(株)

当事業年度末 
株式数(株)

普通株式（注） ― 3 ― 3

 



(１株当たり情報) 

  

 
（注）１ １株当たり中間純損失及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎 
      

前中間会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

１株当たり純資産額 47円69銭 １株当たり純資産額 44円53銭 １株当たり純資産額 48円21銭

１株当たり中間純損失 ９円00銭 １株当たり中間純損失 ３円68銭 １株当たり当期純損失 ６円64銭

  なお、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額については、１

株当たり中間純損失のため記載し

ておりません。

  平成17年５月27日開催の臨時株

主総会決議により、平成17年７月

１日をもって当社普通株式10株を

１株に併合いたしました。同時に

１単元の株式数を1,000株より100

株に変更いたしました。 

 当該株式併合が前事業年度の期

首に行われたと仮定した場合の前

中間会計期間における１株当たり

情報及び前事業年度の期首に行わ

れたと仮定した場合の前事業年度

における１株当たり情報は、それ

ぞれ以下の通りとなります。

前中間会計期間 前事業年度

１株当たり純資産額 

     47円88銭

１株当たり純資産額 

     52円34銭

１株当たり中間純利

益 

     １円18銭

１株当たり当期純利

益 

     １円91銭

潜在株式調後１株当

たり中間純利益   

     １円09銭

潜在株式調後１株当

たり当期純利益 

     １円70銭

  なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額については、１株当たり中間

純損失のため記載しておりません。

  

 

  なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額については、１

株当たり当期純損失のため記載し

ておりません。

  平成17年５月27日開催の臨時株

主総会決議により、平成17年７月

１日をもって当社普通株式10株を

１株に併合いたしました。同時に

１単元の株式数を1,000株より100

株に変更いたしました。 

 当該株式併合が前事業年度の期

首に行われたと仮定した場合の前

中間会計期間における１株当たり

情報及び前事業年度の期首に行わ

れたと仮定した場合の前事業年度

における１株当たり情報は、それ

ぞれ以下の通りとなります。

前事業年度

１株当たり純資産額     52円34銭

１株当たり当期純利益    １円91銭

潜在株式調後１株当たり当期純利益 

              １円70銭

前中間会計期間

(自 平成17年７月１日

至 平成17年12月31日)

当中間会計期間

(自 平成18年７月１日

至 平成18年12月31日)

前事業年度

(自 平成17年７月１日

至 平成18年６月30日)

１株当たり中間(当期)純損失

中間(当期)純損失(千円) 919,945 687,563 910,350

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― ―

普通株式に係る中間(当期)純損失
(千円)

919,945 687,563 910,350

普通株式の期中平均株式数(株) 102,206,258 186,654,897 136,947,840

希薄化効果を有しないため、潜
在株式調整後１株当たり中間(当
期)純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要

―     ―     

           

―     



次へ 

   ２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は下記のとおりであります。 

前中間会計期間

(自 平成17年７月１日

至 平成17年12月31日)

当中間会計期間

(自 平成18年７月１日

至 平成18年12月31日)

前事業年度

(自 平成17年７月１日

至 平成18年６月30日)

純資産の部の合計額(千円) ― 8,322,270 9,004,834

普通株式に係る純資産額(千円) 
 

― 8,312,470 9,000,034

差額の主な内訳(千円) 

新株予約権 ― 9,800 4,800

普通株式の発行済株式数(数) ― 186,654,900 186,654,900

普通株式の自己株式数(株) ― 3 3

１株当たり純資産額の算定に用
いられた普通株式の数(株)

― 186,654,897 186,654,897



(重要な後発事象) 

  

 
    

前中間会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

１.子会社設立について

平成18年１月25日開催の取締役会

において、子会社を設立することを

決議いたしました。

(1)設立の目的

当社が運営展開しているホット

ヨガ事業に不可欠な水につき、新

たに需要が高まっている水素水を

製造することを目的とし、100％出

資の子会社を設立するものです。

当該子会社は、過飽和状態の高濃

度の水素を中性で長期間溶存でき

る特許技術を持つ企業と技術提携

し、バブリング方式では為し得な

いハイレベルで安全かつ高性能な

水素水を製造いたします。当社

は、当該子会社が製造した水素水

を仕入れ、ホットヨガ事業ならび

に他の販路へ販売して売上といた

します。

(2)子会社の概要

①商    号: エヌディーアクア株

式会社

②所 在 地: 東京都新宿区新宿２

－８－６アクシスビ

ル３階

③設立時期: 平成18年２月

④資 本 金: 5,000万円

⑤株    主: ニューディール株式

会社(100％)

⑥代 表 者: 代表取締役社長   

押見 敏哉     

(当社取締役副社長)

⑦事業内容: 水素水を含む飲料水

の製造ならびに販売 

⑧従業員数: ３名

⑨決 算 期: ６月30日

２.子会社の設立について

平成18年１月25日開催の取締役会

において、子会社を設立することを

決議いたしました。

(1)設立の目的

需要の高まりを見せる中国大都

市現代絵画市場に対して販路を拡

張することを目的とし、100％出資

の子会社を設立するものです。

当該子会社は、まずは上海を拠

点として第一号店舗「上海茂名画

廊」を本年４月にオープンさせ、

中国の富裕層をターゲットに、シ

ャガールやルノアールなど有名絵

画を中心に販売。優良な顧客獲得

と継続的な販売を見込みます。

（第三者割当による無担保転換社債 

 型新株予約権付社債の発行につい 

 て）

平成19年３月13日開催の取締役会

において、第三者割当の方法により

第１回無担保転換社債型新株予約権

付社債の発行を決議いたしました。

１ 銘  柄： ニューディール株式

会社第１回無担保転換社債型新

株予約権付社債

２ 発行価格：額面100 円につき100 

円 ただし、本新株予約権と引

き換えに金銭の払込は要しな

い。

３ 発行総額：金690,000,000円

４ 利   率：本社債は未償還元本

額に対して年２％の利息を付

す。

５ 償還期限：平成21年３月27日

６ 払込期日及び発行日 

    ：平成19年３月28日

７ 新株予約権の内容 

 行使価額 １株につき23円 

 行使請求期間  

 平成19年３月29日から 

 平成21年３月26日まで

８ 募集の方法：第三者割当ての方

法により、全額をJTI投資事業有

限責任組合に割り当てる。

９ 上記各号については証券取引法

による届出の効力発生を条件と

する。

10 発行理由及び調達資金の使途 

① 発行理由  

 事業の構築・拡大 

② 調達資金の使途 

 ホット・ヨガ事業における

店舗拡充資金、美術品買付資

金、セレブ・ファッション事業

の商品仕入資金及び新製品開発

資金

（第三者割当による新株式発行及び 

 新株予約権発行について）

平成19年３月19日開催の取締役会

において、第三者割当の方法による

新株式の発行及び第９回新株予約権

の発行を決議いたしました。

１ 第三者割当による新株式発行

  (1)発行新株式の種類及び数 

   普通株式  30,000,000株 

  (2)発行価格 

   １株につき22円 

 

(JAMERIC Inc. と共同出資による子

会社設立について) 

 平成18年７月25日開催の取締役会

において、女性ファッション業界へ

事業参入する事を目的として、下記

の通り当社 51％、JAMERIC  Inc. 

49％出資による子会社を設立するこ

とを決議いたしました。 

１ 子会社設立の目的 

  当社は前期より「美しさを創 

 造する」をコンセプトに事業の 

 選択と集中を進めて参りまし 

 た。基幹事業であるホット・ヨ 

 ガ事業も順調に推移し、多くの 

 女性会員から支持を戴いており 

 ます。そこで、更に女性の美し 

 さを創造するために、新たに女 

 性ファッション業界への事業参 

 入を図り、子会社の設立を決定 

 いたしました。 

   設立会社の株式会社ジャメリ 

 ック・ジャパン（JAMERIC JAPAN  

 Inc.）は、「プレミアム・ジー 

 ンズ」の草分け的存在であり、 

 今や全世界で年間120万本の生産 

 実績を持つ「トゥルーレリジョ 

 ン（TRUE RELIGION）」ブランド 

 の日本総販売代理店として、事 

 業展開を予定しています。 

２ 設立会社の概要 

（1） 商号  

   株式会社ジャメリック・ 

   ジャパン     

   （JAMERIC JAPAN Inc.） 

（2） 設立年月日   

   平成18年８月15日  

（3） 本店所在地   

   東京都渋谷区神宮前３-39- 

   ５  

（4） 代表者名    

   代表取締役社長 柴田敏一 

（5） 資本金     

   3,000万円 

（6） 大株主構成  

   ニューディール株式会社 

   51％ 

    JAMERIC Inc. 49％ 

（7） 主な事業内容 アパレル製品 

   の卸、販売、輸出入新規ア 

   パレルブランドの企画、立案



前中間会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

昨年の北京における現代絵画市

場は年間約56億円規模となってお

り、北京のみならず上海、香港な

ど富裕層の多い都市を中心に現代

絵画の需要が高まっています。今

後は北京にも進出し、店舗拡張す

る予定です。当社は当該子会社に

対して当社の仕入れた絵画を納入

し、売上といたします。

(2)子会社の概要

①商    号: 上海如徳利貿易有限

公司

②所 在 地: 中華人民共和国上海

市戸湾区茂名南路

165号乙 

③設立時期: 平成18年２月

④資 本 金: 300万人民元(日本円

約4,500万円)

⑤株    主: ニューディール株式

会社(100％)

⑥代 表 者: 代表取締役社長  

山本 忠之

⑦事業内容: 絵画の販売、卸、輸

入、輸出業務、版画

の制作業務、絵画店

舗運営業務 

⑧従業員数: ３名

⑨決 算 期: ６月30日
    
３.業務提携及び業務提携解除につ

いて

平成18年２月23日開催の取締役会

において、当社の風力発電事業につ

き、株式会社ルキナとの業務提携契

約を解除し、日本再生エネルギー株

式会社と新たに業務提携契約を締結

することを決議いたしました

(1)業務提携解除及び業務提携の理

由

 当社は株式会社ルキナと共に

風力発電事業を進めてまいりま

したが、ルキナ社製の風力発電

設備よりも日本再生エネルギー

社製の設備の方が効率も良く、

かつ安価に仕上げられるという

特徴を持っており、ルキナ社と

の開発と平行して日本再生エネ

ルギー社にも開発を委託してお

りました。このたび、ルキナ社

との契約について解約合意に至

ったため、ルキナ社との契約は

終了。新たに日本再生エネルギ

ー社と契約締結することにした

ものです。なお、日本再生エネ

ルギー社は、既に風力発電設備

の試作品の完成にこぎつけてお

ります。

  (3)発行価格の総額 

   金660,000,000円 

  (4)資本組入額 

   １株につき11円 

  (5)申込期間及び払込期日 

   平成19年４月３日(火) 

  (6)新株式交付日 

   平成19年４月３日(火) 

  (7)割当先及び株式数 

  ①割当先  株式会社鈴加 

  ②株式数  30,000,000株 

  (8)上記各号については証券取引 

  法による届出の効力発生を条件 

  とする。 

 

２ 第三者割当による新株予約権発

行

(1)名称 

   ニューディール株式会社第９ 

   回新株予約権 

 

(2)発行数 

   50,000個

(3)発行価額の総額 

   5,000,000円

(4)発行価格 

   １個につき金100円

(5)申込期間、払込期日及び割当 

   日 平成19年４月３日

(6)新株予約権の目的となる株式 

   の種類及び数 

   当社普通株式 50,000,000株

(7)新株予約権の行使時の払込金 

   額 

      各新株予約権の行使に際して 

   出資される財産の価額は、新 

   株予約権１個につき金22,000 

   円（１株につき金22円）であ 

   る。

(8)新株予約権の行使により株式 

     を発行する場合の株式の発行 

     価額の総額 

        金1,105,000,000円

(9)資本組入額

 新株予約権の行使により株式 

 を発行する場合における増加す 

 る資本金の額は、会社計算規則 

 第40条第１項に従い算出される 

 資本金等増加限度額の２分の１ 

 の金額とし、計算の結果１円未 

 満の端数が生じたときは、その 

 端数を切り上げるものとしま 

 す。

(10)割当先 

   株式会社カレッジインベスト 

   メント

（8） 決算期 6月30日 

（9） 役員構成  

   代表取締役  柴田敏一 

   取締役    向田尊洋 

      （当社代表取締役） 

   取締役    森雪 

   取締役    浅倉由香 

   取締役    松野史明 

   監査役    今泉長男 

（10）従業員数 8名 

（11） 当社との資本関係、人的関 

   係、取引関係 

  ① 資本関係 当社51％、 

   JAMERIC Inc.49％出資によ 

   り設立いたします。 

  ② 人的関係 当社の役員1名が 

   取締役を兼務いたします。 

  ③ 取引関係 現状においては 

   特にございません。 

３ 今後の見通し 

  当該子会社による平成19年6月 

 期当社グループ連結業績に与え 

 る影響は、売上高2,145百万円、 

 営業利益527百万円を予定してお 

 り、本日発表の決算短信の今期 

 業績予想におり込み済でありま 

 す。

           

(資本準備金の減少について) 

 平成18年７月25日開催の取締役会

において、平成17年９月26日に開催

を予定している第８回定時株主総会

に、資本準備金の減少について下記

のとおり付議することを決議いたし

ました。 

１ 資本準備金減少の目的 

  当社は会社法第448条１項の規 

 定に基づき、資本準備金の取り 

 崩しを行い、当期未処理損失の 

 填補を行うことを目的としてお 

 ります。 

２ 減少する資本準備金の額 

  資本準備金3,053,700,000円の 

 うち、3,053,700,000円全額を取 

 り崩します。なお、取り崩し後 

 の資本準備金の額は、０円とな 

 ります。 

３ 日程 

 （1）取締役会決議日 

   平成18年７月25日（火） 

 （2）株主総会決議日  

   平成18年９月26日（火）



前中間会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

 

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 

 

(2)業務提携の内容

 当社は風力発電設備の主要な

部品を調達し、日本再生エネル

ギー社へ納入。また、日本再生

エネルギー社が製造した風力発

電設備を当社が開拓した販路に

向けて販売いたします。

(3)日本再生エネルギー株式会社の

概要
①名称

日本再生エネルギー株
式会社

②主な事業内容

風力発電設備の開発・
製造

③設立年月日

平成５年７月２日

④本店所在地

東京都千代田区麹町２
－10－３

⑤代表者

高尾 昭典

⑥資本の額

12,730万円

⑦従業員数

７名

⑧大株主構成及び持株比率

株主名
所有 
株式数
（株）

シェア
（％）

事業者
との 
関係

高尾昭典 431 16.93
代 表 取
締役

㈱ブレー
ン

420 16.50
関 連 会
社

㈱泰光Ｅ
＆Ｃ

390 15.32
海 外 投
資

合計 1,241 48.75

⑨最近事業年度における業績の
動向

17年２月期

売上高 105百万円

経常損失 21百万円

当期純損失 22百万円

総資産 180百万円

⑩当社との関係

取引関係、人的関係ともに
ございません。

(11)新株予約権の行使期間 

   平成19年４月４日(水)から 

   平成20年４月３日(木)まで

(12)上記各号については証券取引 

  法による届出の効力発生を条件 

  とする。

３ 発行理由及び調達資金の使途 

① 発行理由  

 事業の構築・拡大 

② 調達資金の使途 

 ホット・ヨガ事業における

店舗拡充資金、美術品買付資

金、セレブ・ファッション事業

の商品仕入資金及び新製品開発

資金

（3）効力発生日    

   平成18年９月26日（火） 

４ 減額の方法 

  取り崩す資本準備金の 

 3,053,700,000円は、当期未処理 

 損失の填補に振替える予定であ 

 ります。 

    

（事業の一部譲受けについて） 

  当社は、平成18年８月９日開 

 催の取締役会において、平成18 

 年８月16日をもってアートコム 

 株式会社のホット・ヨガ事業部 

 における営業店舗のうち関東3店 

 舗に係る資産等を譲り受けるこ 

 とを決議いたしました。

１ 事業譲受けの理由 

  当社は、「美しさを創造する」 

 をコンセプトに、基幹事業であ 

 るホット・ヨガ事業に注力して参 

 りました。現在、関東を中心にホ 

 ットヨガスタジオReU（リュウ） 

 ６店舗、ホットヨガサロンLUBIE 

 （ラビエ）12店舗を展開しており 

 、今後も未進出エリアへの店舗 

 開発を促進し、新規顧客の獲得に 

 より、さらなる業績拡大を目指し 

 ております。 

  また、当社は「日本最大のホッ 

 トヨガチェーン」の形成を最終目 

 的とし、新規店舗開発のみならず 

 、他社経営の既存店舗買収等も視 

 野に入れた拡大計画を策定してお 

 ります。その一環として、当初計 

 画通り東日本地区の店舗充実を目 

 的とし、西日本地区にて重点的に 

 営業展開されているアートコム株 

 式会社が所有するホットヨガスタ 

 ジオ・オー関東地区3店舗につき 

 、譲り受けの打診をしたところ、 

 アートコム株式会社も西日本エリ 

 アに経営資源を集中させたいとの 

 ことで、両社の思惑が一致したた 

 め、関東地区で展開しているホッ 

 トヨガスタジオ・オー3店舗を譲 

 り受けることとなりました。 

２ 事業譲受けの内容 

 (1) 譲受けの対象となるホットヨ 

  ガスタジオ・オー店舗（以下 

  、「対象店舗等」という。）



 

前中間会計期間
(自 平成17年７月１日
至 平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

 

 
 

 

 
 
 

４.訴訟の判決言い渡しについて

(1)経過報告

 当社は、下記(2)以下の通り

門脇建設株式会社 代表取締役

門脇豊明氏から、同社が所持す

る額面金２億5,000万円の約束

手形に当社の旧商号である「株

式会社リキッドオーディオジャ

パン代表取締役黒木正博」の裏

書があることから、平成16年９

月27日に２億5,000万円の支払

いを求める手形訴訟を提起さ

れ、平成16年11月５日に通常訴

訟手続に移行して審理されてい

ました。平成18年３月８日に東

京地方裁判所から原告の請求を

棄却するとの判決が言い渡さ

れ、当社全面勝訴となりまし

た。

(2)訴訟の原因及び提起に至った経

緯

 平成11年９月29日に株式会社

スーパーファクトリー（代表取

締役 黒木正博）が振り出した

約束手形２億5,000万円につ

き、「株式会社リキッドオーデ

ィオジャパン代表取締役 黒木

正博」の記載が裏書人欄にあ

り、平成16年８月12日の満期に

所持人が取り立てたところ、不

渡りとなった為、当社にその支

払いを求めたものであります。

(3)訴訟を提起した者
①名称

門脇建設株式会社  
代表取締役 門脇豊明

②所在地

八王子市散田町五丁目
30番10号

(4)訴訟の内容及び請求額
①訴訟の内容

約束手形金請求事件

②請求金額

金250,000,000円

 

 

２ 事業譲受けの内容 

 (1) 譲受けの対象となるホットヨ 

  ガスタジオ・オー店舗（以下 

  、「対象店舗等」という。）

店舗店 オープン 所在地

銀座店
平成17年

9月

東京都中央区銀座2-6-7

明治屋銀座ビル4F

池袋店
平成17年

9月

東京都豊島区東池袋1-

6-4 伊藤ビル7F

新宿南口

店

平成17年

12月

東京都渋谷区代々木2-

7-8 東京南新宿ビルデ

ィング1F

(2) 譲受け対象店舗の業績 

   アートコム株式会社平成18年４ 

 月期（平成17年５月１日～平成18 

 年４月30日）における譲受け対象 

 店舗の損益状況は次のとおりであ 

 ります。

科目 金額（百万円）

売上高 169.7

営業利益 19.8

 ※上記数値は、店舗損益の単純 

  合計であり、本部経費付加調整 

  前の業績であります。 

(3) 譲受け対象店舗等の資産、負債 

  の項目 

  譲受ける資産は、対象店舗の有 

  形固定資産、敷金・保証金、棚 

  卸資産・商品在庫等とし、負債 

  の譲受けは行いません。 

(4) 譲受け価額及び決済方法 

  ① 譲受け価額   

  ２億3000万円を予定しておりま 

  す。 

  ② 決済方法は平成18年８月16日 

   に譲受け、その代金は現金で 

   決済いたします。 

        

     



(2) 【その他】 

  

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第８期(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

平成18年９月26日関東財務局長に提出 

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

平成18年９月27日関東財務局長に提出 

平成18年９月26日提出の第８期有価証券報告書に係る訂正報告書であります。 

平成18年９月29日関東財務局長に提出 

平成18年９月26日提出の第８期有価証券報告書に係る訂正報告書であります。 

(3) 臨時報告書（事業の譲受け） 

平成18年８月10日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第８号の規程に基づく臨時報告書であります。 

平成18年10月４日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第８号の規程に基づく臨時報告書であります。 

(4) 臨時報告書（特定子会社の異動） 

平成18年11月14日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号の規程に基づく臨時報告書であります。 

(5) 有価証券届出書（第三者割当による新株予約権の発行） 

平成18年11月９日関東財務局長に提出 

平成19年３月19日関東財務局長に提出 

(6) 有価証券届出書（第三者割当による無担保転換社債型新株予約権付社債の発行） 

平成19年３月13日関東財務局長に提出 

(7) 有価証券届出書（第三者割当による新株式の発行） 

平成19年３月19日関東財務局長に提出 

(8) 有価証券届出書の訂正届出書 

平成18年11月14日関東財務局長に提出 

平成18年11月９日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

平成19年３月15日関東財務局長に提出 

平成19年３月13日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

(9) 有価証券届出書の訂正届出書の訂正届出書 

平成18年11月17日関東財務局長に提出 

平成18年11月９日提出の有価証券届出書に係る平成18年11月14日付提出の訂正届出書の訂正届出書で

あります。 

  

 



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年３月11日

ニューディール株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているニューディール株式会社の平成17年７月１日から平成18年６月30日までの連結会計年度の中間連

結会計期間(平成17年７月１日から平成17年12月31日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結

貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につい

て中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を

損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析

的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務

諸表の作成基準に準拠して、ニューディール株式会社及び連結子会社の平成17年12月31日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日まで）の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

1） 継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、当中間連結会計期間において

367百万円の営業損失を計上しており、また、営業キャッシュ・フロー面においても前連結会計年

度に引き続き当中間連結会計期間も△3,861百万円となり、継続的にキャッシュ・フローのマイナ

スが続いている。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況

に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成

されており、このような重要な疑義の影響を中間連結財務諸表には反映していない。 

2） 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は、当中間連結会計期間から固定資産の減損に係

る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

3） 重要な後発事象に記載されているとおり、 

（A）  平成18年１月25日開催の取締役会において、会社が運営展開しているホットヨガ事業に不可

欠な水につき、新たに需要が高まっている水素水を製造することを目的とした100％出資の子

会社を設立することを決議した。  

（B）  平成18年１月25日開催の取締役会において、需要の高まりをみせる中国大都市現代絵画市場

に対して販路を拡張することを目的とし、100％出資の子会社を設立することを決議した。 

（C）  平成18年２月23日開催の取締役会において、会社の風力発電事業につき、株式会社ルキナと

の業務提携契約を解除し、日本再生エネルギー株式会社と新たに業務提携契約を締結すること

を決議した。 

（D）  平成16年９月27日に２億5,000万円の支払いを求める手形訴訟を提起され、平成16年11月５

日に通常訴訟手続に移行して審理されていた訴訟案件は、平成18年３月８日に東京地方裁判所

から原告の請求を棄却するとの判決が言い渡され、会社全面勝訴となった。  

アスカ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  田  中  大  丸  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  宮  川  愼  哉  ㊞

 

 



会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上 
  

 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成19年３月19日

ニューディール株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているニューディール株式会社の平成18年７月１日から平成19年６月30日までの連結会計年度の中間連

結会計期間(平成18年７月１日から平成18年12月31日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結

貸借対照表、中間連結損益計算書及び中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計

算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を

損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析

的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務

諸表の作成基準に準拠して、ニューディール株式会社及び連結子会社の平成18年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する中間連結会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１．継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載のとおり、会社は、当中間連結会計期間

においても継続して営業損失を計上し、多額の中間純損失を計上しており、継続企業の前提に関する重

要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間連結財務諸

表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間連結財務諸表には反映

していない。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成19年３月13日開催の取締役会において第１回

無担保転換社債型新株予約権付社債を発行することを決議し、平成19年３月19日開催の取締役会におい

て第三者割当の方法による新株式の発行及び第９回新株予約権を発行することを決議している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上 
  

 

アスカ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  田  中  大  丸  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  宮  川  愼  哉  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年３月11日

ニューディール株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているニューディール株式会社の平成17年７月１日から平成18年６月30日までの第８期事業年度の中間

会計期間(平成17年７月１日から平成17年12月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表

及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうよ

うな重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作

成基準に準拠して、ニューディール株式会社の平成17年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る中間会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 

追記情報 

1） 継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、当中間会計期間において営業損

失334百万円が発生しており、また、営業キャッシュ・フロー面においても当中間会計期間も△

3,452百万円となり、継続的にキャッシュ・フローのマイナスが続いている。当該状況により、会

社は継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記

に記載されている。中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義

の影響を中間財務諸表には反映していない。 

2） 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損に係る会計

基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

3） 重要な後発事象に記載されているとおり、  

（A）  平成18年１月25日開催の取締役会において、会社が運営展開しているホットヨガ事業に不可

欠な水につき、新たに需要が高まっている水素水を製造することを目的とした100％出資の子

会社を設立することを決議した。  

（B）  平成18年１月25日開催の取締役会において、需要の高まりをみせる中国大都市現代絵画市場

に対して販路を拡張することを目的とし、100％出資の子会社を設立することを決議した。 

（C）  平成18年２月23日開催の取締役会において、会社の風力発電事業につき、株式会社ルキナと

の業務提携契約を解除し、日本再生エネルギー株式会社と新たに業務提携契約を締結すること

を決議した。 

（D）  平成16年９月27日に２億5,000万円の支払いを求める手形訴訟を提起され、平成16年11月５

日に通常訴訟手続に移行して審理されていた訴訟案件は、平成18年３月８日に東京地方裁判所

から原告の請求を棄却するとの判決が言い渡され、会社全面勝訴となった。 

アスカ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  田  中  大  丸  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  宮  川  愼  哉  ㊞

 



会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上 

  

 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成19年３月19日

ニューディール株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているニューディール株式会社の平成18年７月１日から平成19年６月30日までの第９期事業年度の中間

会計期間(平成18年７月１日から平成18年12月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうよ

うな重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作

成基準に準拠して、ニューディール株式会社の平成18年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る中間会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 

追記情報 

１．継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載のとおり、会社は、当中間会計期間にお

いても継続して営業損失を計上し、多額の中間純損失を計上しており、継続企業の前提に関する重要な

疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続

企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成19年３月13日開催の取締役会において第１回

無担保転換社債型新株予約権付社債を発行することを決議し、平成19年３月19日開催の取締役会におい

て第三者割当の方法による新株式の発行及び第９回新株予約権を発行することを決議している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上 

  

 

アスカ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  田  中  大  丸  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  宮  川  愼  哉  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。
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